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議 事 次 第 

 

 １ 三重県公共事業評価審査委員会開会 

 ２ 議事進行について 

 ３ 今後の事業方針について 

   1) 平成２０年度公共事業再評価実施事業の対応方針 

   2) 平成２０年度公共事業再評価結果における今後の事業方針 
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１ 平成２０年度公共事業再評価結果（県事業） 

 
 公共事業の再評価にあたっては、客観的に評価を行う観点から三重県公共事業評価審査委

員会条例に基づく三重県公共事業評価審査委員会の調査審議を経たうえで、事業の継続又は

中止について委員会のご意見を最大限尊重しながら県の対応方針を表－１のとおり決定しま

した。 
（１）再評価事業箇所数  ２７箇所 
（２）継続事業箇所数  ２７箇所 
（３）中止事業箇所数   ０箇所 
（４）平成２０年度三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表（表―１）  ※付帯意見あり 
番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

再評価

理 由 
答申 

対応

方針 

1 森林整備事業 県営林道 三和片川線 熊野市 S49 ③ 継続※ 継続 

2 森林整備事業 県営林道 野又越線 大台町～紀北町 H4 ③ 継続※ 継続 

3 森林整備事業 県営林道 三峰局ヶ岳線 松阪市 H5 ③ 継続※ 継続 

4 森林整備事業 県営林道 木屋村山線 
大紀町～ 

南伊勢町 
H15 ② 継続※ 継続 

5 防災ダム事業 安部・七郷池地区 津市 H10 ② 継続※ 継続 

6 湛水防除事業 櫛田地区 松阪市 H10 ② 継続※ 継続 

7 道路事業 
一般県道四日市鈴鹿線 

（鈴鹿橋・高岡袴線橋） 
鈴鹿市 H11 ② 継続※ 継続 

8 道路事業 
一般国道１６３号 

長野峠バイパス 
伊賀市～津市 H11 ② 継続※ 継続 

9 道路事業 
一般国道１６６号 

田引バイパス 
松阪市 H6 ③ 継続※ 継続 

10 河川事業 
一級河川木津川 

広域基幹河川改修事業 
伊賀市 S30 ③ 継続※ 継続 
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番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

再評価

理 由 
答申 

対応

方針 

11 河川事業 
二級河川安濃川 

広域基幹河川改修事業 
津市 S21 ③ 継続※ 継続 

12 河川事業 
一級河川五十鈴川 

広域基幹河川改修事業 
伊勢市 S24 ③ 継続※ 継続 

13 河川事業 
二級河川志登茂川 

広域基幹河川改修事業 
津市 S47 ③ 継続※ 継続 

14 河川事業 
二級河川志原川 

広域基幹河川改修事業 
熊野市、御浜町 S52 ③ 継続※ 継続 

15 河川事業 
一級河川大内山川 

広域基幹河川改修事業 
大紀町 S54 ③ 継続※ 継続 

16 河川事業 
二級河川堀切川 

高潮対策事業 
鈴鹿市 S63 ③ 継続※ 継続 

17 河川事業 
二級河川大堀川 

総合流域防災事業 
伊勢市、明和町 S56 ③ 継続※ 継続 

18 河川事業 
二級河川外城田川 

総合流域防災事業 
伊勢市 S58 ③ 継続※ 継続 

19 河川事業 
一級河川桧尻川 

総合流域防災事業 
伊勢市 H6 ③ 継続※ 継続 

20 河川事業 
一級河川椋川 

総合流域防災事業 
鈴鹿市、亀山市 H11 ② 継続※ 継続 

24 海岸事業 御浜地区海岸 御浜町 S44 ③ 継続※ 継続 

25 海岸事業 井田地区海岸 紀宝町 S58 ③ 継続※ 継続 

26 港湾事業 鳥羽港（佐田浜地区） 鳥羽市 H6 ③ 継続※ 継続 

27 街路事業 秋葉山高向線外１線 伊勢市 H6 ③ 継続※ 継続 

28 都市公園事業 北勢中央公園 
四日市市、いなべ

市、菰野町 
S58 ③ 継続※ 継続 

29 
環境衛生施設 

整備事業 
北中勢水道用水供給事業 

桑名市、木曽岬

町、川越町、朝日

町、四日市市、鈴

鹿市、菰野町、亀

山市、津市、松阪

市 

H5 ③ 継続※ 継続 

30 治山事業 保安林管理道 平ノ木線 松阪市 H15 ② 継続 継続 
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     再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業 

  ②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業 

  ③再評価実施後一定期間が経過している事業 

  ④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業 

 
（５）再評価結果を踏まえた今後の取り組み 
 本年度は、表－１のとおり県事業２７事業について、三重県公共事業評価審査委員会にご

審査をお願いしましたところ、２７事業すべてについて「継続」のご答申とともに、多くの

貴重なご意見をいただきました。 
 本県は、委員会からいただいたご意見を踏まえて課題を検討し、それに対する取り組みと

して次頁以降に整理しました。 
 今後は、この取り組みを進めるとともに、更に的確な再評価に努め、効率的で効果的な公

共事業となるよう、これらの課題解決に取り組んでいきます。 
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１） 各部庁共通の取り組み（再評価） 
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再評価における費用便益（費用対効果）分析について 
［各部庁共通］ 

 
１ 経緯 
平成２０年１２月２５日に開催された第７回三重県公共事業評価審査委員会において、

「今後、費用便益分析においては、マニュアルにとらわれず、三重県の実情にあった便益算

定を行われたい。」とのご意見をいただきました。 
 
２ 今後の取り組み 
都市公園事業における便益算定では、過去の委員会において、公園の間接利用価値につい

ては実態を反映していないとご指摘をいただき、以降の再評価では、これを除いて算定する

など、三重県の実情に即した便益算定を行っています。 

今後の便益算定においても、個々の事業に対する具体的なご指摘があった場合は、関係機

関と調整しながら取り組んでいきます。 

 



 7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２） 環境森林部の取り組み（再評価） 
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森林整備事業の対応方針について 
［環境森林部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
森林整備事業 １番 県営林道 三和片川線 

２番 県営林道 野又越線 
３番 県営林道 三峰局ヶ岳線 
４番 県営林道 木屋村山線 

     
２ 委員会意見 
平成２０年１１月２０日に開催された第６回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、１番、３番、４番について、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を

了承する。」とのご答申をいただきました。 

また、平成２０年１２月２５日に開催された第７回三重県公共事業評価審査委員会におけ

る審査の結果、２番について、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承す

る。」とのご答申をいただきました。 

また、総括意見として、「森林整備事業について、今後、便益、特に森林整備促進便益の

内容が分かるよう、より詳細で分かりやすい説明を求める。」とのご意見をいただきました。 

 

３ 森林整備事業の背景 
森林整備事業において開設される県営林道は、森林整備を進めることにより、森林の持つ

公益的機能を高度に発揮させることや、木材生産を活発にし林業の振興を図るための基幹的

な施設として、また、路線によっては集落間をつなぐ生活道路としての役割も担っています。 

１番 三和片川線は、路網の未整備な熊野市南部の基幹となる林道として、また「布引の

滝」等の観光資源へのアクセス道路としても期待されています。 

２番 野又越線は、紀北町十須地区と大台町桧原地区を結び、両地区の基幹となる林道と

して、また古くから交流のあった両町を連絡する生活道として期待されております。 

３番 三峰局ヶ岳線は、高見山地の南斜面の広大な森林の基幹的な林道として、また、国

道１６６号線の災害時の迂回路や、森林レクリエ―ションのアクセス道路としても期待され

ています。 
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４番 木屋村山線は、大紀町と南伊勢町を結び、大紀町側では人工林の、南伊勢町側では

主に天然林の施業を進めるための基幹的な林道として整備を進めています。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

これら林道の開設が、林業経営意欲の向上につながり、森林資源の有効利用が図れること、

また適正な森林施業を通じて森林の持つ公益的機能の増進が期待できること、併せて、観光

資源等へのアクセス路や地域の連絡道としての期待も高いことから、コスト縮減と自然環境

への配慮に努めながら、早期完成を目指して事業を継続します。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

費用対効果の説明において、森林整備促進便益の内容が分かりにくいこと。 

 

５－２ 課題の解決方針 

計上する便益については、その内訳まで説明し、前回との対比や、グラフ化するなど分か

りやすい説明に努めます。 
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治山事業の対応方針について 

［環境森林部］ 
 

１ 再評価審査対象事業 

治山事業 ３０番 保安林管理道 平ノ木線 

 

２ 委員会意見 

平成２０年１２月２５日に開催された第７回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する」とのご答申をいた

だきました。 

 

３ 治山事業の背景 

保安林管理道平ノ木線は、山腹崩壊地の復旧整備や手入れの必要な保安林など、治山事業

を行う荒廃地が集中している松阪市飯高町宮本地内の保安林において、長期にわたり治山事

業に利用するための管理道を整備することで、効率的な建設機械や資材の運搬による円滑な

工事の実施、保育などの森林の適正な管理を行い、森林の公益的機能の維持増進を図ること

を目的として整備しています。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

管理道を活用した荒廃森林の復旧と保安林の適正管理を行いつつ、コスト縮減と環境への

配慮に努めながら、早期完成を目指して事業を継続します。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

事業の効果及び山腹崩壊等の早期復旧に向け事業を推進する必要があります。 

 

５－２ 課題の解決方針 

事業効果がより早く発現するよう、コスト縮減と環境への配慮に努めながら、事業の早期

完了を目指します。 
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３） 農水商工部の取り組み（再評価） 
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防災ダム事業 安部・七郷池地区 の継続について 
［農水商工部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
防災ダム事業（地震対策ため池防災工事） ５番 安部・七郷池地区 
  
２ 委員会意見 
平成２０年９月２６日に開催された第３回三重県公共事業評価審査委員会における審査の

結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご答申をいただ

きました。 
また、あわせて、「農業農村整備事業について、食の安全・安心を産み出す農業の振興に

つながる事業を推進されたい。」とのご意見をいただきました。 
 
３ 防災ダム事業（地震対策ため池防災工事）の背景 
防災ダム事業（地震対策ため池防災工事）は、地震防災対策を強化する必要がある農業用

ため池のうち、大規模な地震等の発生に伴って決壊する恐れがあるため池の整備を行い、下

流に位置する農地、農業用施設、公共施設、人家等への被害を未然に防止することを目的と

して事業を実施します。 

本地区は、地震などによりため池が決壊した場合に、ため池下流域289.0haに被害が想定

されましたので、これを未然に防止するために本事業に取り組みました。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
本地区は、希少動物の生息が確認されたことから、それらの生息を脅かさないよう管理道

路計画の策定、工事の実施時期に配慮を行って事業を進めた結果、予定工期より延伸してい

ます。しかし、工事も８割近く完成し、受益者もため池の完成を待ち望んでいることから、

今後も希少動物に配慮を行い、事業を継続します。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
農業農村整備事業においては、農業生産を行うために不可欠な農地や農業用施設（生産基

盤）の整備を行い、安定した農業生産、農業経営に資するとともに、生産コストの低減を図

ってきました。昨今、食の安全・安心を脅かすさまざまな事象が発生しており、ご指摘のあ

りましたように、今後は、食の安全・安心を県民に提供していけるように、事業を推進して

いく必要性も高まってきました。 

 
５－２ 課題の解決方針 
事業実施に際しましては、これまでも営農部門と連携しながら事業を進めてきましたが、

今後は担い手への集約等を含め、安全・安心な農作物を、安定的に提供していけるよう、よ

り一層連携を深めながら事業を実施していきます。 

また、生態系に配慮した事業推進を行うことによって、事業の環境への負荷低減により一

層努めます。 
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湛水防除事業 櫛田地区の継続について 
［農水商工部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
湛水防除事業 ６番 櫛田地区 
      
２ 委員会意見 
平成２０年９月２６日に開催された第３回三重県公共事業評価審査委員会における審査の

結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご答申をいただ

きました。 
また、あわせて、「農業農村整備事業について、食の安全・安心を産み出す農業の振興に

つながる事業を推進されたい。」とのご意見をいただきました。 
 

３ 湛水防除事業の背景 
湛水防除事業は、排水条件が悪化した地域を対象に排水施設の再整備を図る事業であり、

湛水被害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図ります。 

本地区は、大雨時に櫛田川の水位が上昇すると、自然排水が出来なくなり、樋門付近を中

心とする農地42.3haに湛水被害が発生していたことから、本事業に取り組みました。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
本地区は、排出先の櫛田川への影響検討に時間を要したため、予定工期より延伸していま

す。しかし、排水機場も完成して稼動しており、事業進捗も８５％に達していることから、

接続する排水路工事を早期に完成し、所定の事業効果を発揮するため事業を継続します。 

 
５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
農業農村整備事業においては、農業生産を行うために不可欠な農地や農業用施設（生産基

盤）の整備を行い、安定した農業生産、農業経営に資するとともに、生産コストの低減を図

ってきました。昨今、食の安全・安心を脅かすさまざまな事象が発生しており、ご指摘のあ

りましたように、今後は、食の安全・安心を県民に提供していけるように、事業を推進して
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いく必要性も高まってきました。 

 
５－２ 課題の解決方針 
事業実施に際しましては、これまでも営農部門と連携しながら事業を進めてきましたが、

今後は担い手への集約等を含め、安全・安心な農作物を、安定して提供していけるよう、よ

り一層連携を深めながら事業を実施していきます。 
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４） 県土整備部の取り組み（再評価） 
 
 
  

 
 
 
 
 



 18 

道路事業について 
［県土整備部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 道路事業 ７番 一般県道四日市鈴鹿線（鈴鹿橋・高岡跨線橋） 
      ８番 一般国道１６３号 長野峠バイパス 

９番 一般国道１６６号 田引バイパス 
 

２ 委員会意見 
平成２０年１２月２５日に開催された第７回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、７番、８番、９番について、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を

了承する。」とのご答申をいただきました。 
また、あわせて、 
一、今後道路事業の便益計算にあたっては、該当地域の人口や年齢構成など、将来予測や地

域住民の実情を踏まえて行うよう求めるものである。 
一、 道路規格の設定にあたっては、明確かつ客観的な判断基準に基づき、地域の実情を踏

まえて行うよう求めるものである。特に、交通弱者に配慮した整備を進められたい。 
とのご意見をいただきました。 
 
３ 道路事業の背景 
道路は地域間交流、産業・経済の発展、良好な居住環境の形成及び防災機能の強化など、

県民生活を支える重要な社会基盤です。しかし、厳しい財政状況の中、本県の道路整備状況

はまだまだ十分ではない状況です。そこで、平成１５年１０月に「新道路整備戦略」を策定

し、道路事業の重点的・効率的かつ計画的な整備に努めています。 
 
４ 再評価対象事業の対応方針 
「継続」 
残事業を的確に把握しコスト縮減に努め、計画的で効率的な事業執行により事業効果の早

期発現を目指し継続して実施していきます。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
① 便益算定について 

便益算定の基礎資料となる将来交通量については、予測時点における最新のデータ

を基に、将来の道路ネットワークに配分して算定しています。今回の評価に用いた将

来交通量は、予測時点の最新であった平成１１年度道路交通センサスの調査結果を基

に、２０３０年の交通量を算定したものですが、最近の社会経済情勢の変化等に照ら

した場合、将来交通量が減少傾向になるという指摘もあります。 
② 道路規格について 

道路の幅員構成等の規格については、道路構造令に基づき、その道路の役割や交通

特性などを踏まえて決定しています。道路構造令において規定されている基準及び運

用については、過去にも時代の変化に応じて見直されてきており、またその規定につ

いても柔軟性を持ったものとなっていますが、規定の趣旨や柔軟規定等が十分理解さ

れずに、必要以上に厳格な運用がなされてきたという指摘があります。 
 
５－２ 課題の解決方針 
① 便益算定について 

国が行っている平成１７年度の道路交通センサスの調査結果を踏まえた全国的な将

来交通需要推計においては、これまでの推計よりも需要が少なくなるとの報告があり、

それを基に各地区の将来交通需要推計の作業が行われていると聞いています。今後の

事業評価における便益算定においては、社会経済情勢の変化を踏まえた最新のデータ

と知見による便益算定に努めます。 
 ② 道路規格について 

現在、国においては道路構造令のあり方についての検討が進められており、道路構

造令の運用面及び規定面の両面において改善策が議論されています。今後の道路整備

にあたっては、その道路の特性に十分配慮して道路の規格を決定し、県民に対して分

かりやすく説明できるよう努めます。 
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河川事業の対応方針について 

［県土整備部］ 

 

１ 再評価審査対象事業    

河川事業 １０番 一級河川 木津川  広域基幹河川改修事業 

１１番 二級河川 安濃川  広域基幹河川改修事業 

１２番 一級河川 五十鈴川 広域基幹河川改修事業 

１３番 二級河川 志登茂川 広域基幹河川改修事業 

１４番 二級河川 志原川  広域基幹河川改修事業 

１５番 一級河川 大内山川 広域基幹河川改修事業 

１６番 二級河川 堀切川  高潮対策事業 

１７番 二級河川 大堀川  総合流域防災事業 

１８番 二級河川 外城田川 総合流域防災事業 

１９番 一級河川 桧尻川  総合流域防災事業 

２０番 一級河川 椋川   総合流域防災事業 

 

２ 委員会意見 

平成２０年１０月２０日に開催された第４回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、１０番、１１番、１２番、１３番、１５番、１６番については、「事業継続の妥当

性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご答申をいただきました。 

また、平成２０年１１月６日に開催された第５回三重県公共事業評価審査委員会における

審査の結果、１４番、１７番、１８番、１９番、２０番については、「事業継続の妥当性が

認められたことから事業継続を了承する。」とのご答申をいただきました。 

また、あわせて、１３番については、「想定氾濫シミュレーションを行う場合、マニュア

ルを踏まえ、地域の特性ならびに実状を考慮し、より精緻な検討を行われたい。」、１４番に

ついては、「事業期間が長期に及ぶため、事業効果の早期発現を図り、周辺住民の安全・安

心の確保につなげられたい。」、１６番については、「地域住民の意見を反映する仕組みを構

築し、周辺環境に配慮した事業を推進されたい。」とのご意見をいただきました。 

さらに、総括意見として、 

一、 内水排除に関連する事業や海岸事業など、他の主体による事業との連携を密にし、事
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業推進を図られたい。 

一、 河川事業において、より一層周辺環境との調和に配慮した事業を推進されたい。 

一、 河川事業において、事業効果の永続的な発現には維持管理が重要と考える。従って、

維持管理の担い手となりうる住民の参画をより一層推進し、適切な維持管理に努めら

れたい。 

一、 河川事業において、一層のコスト縮減努力を期待するとともに、次回再評価において

は、具体的な成果を示されたい。 

とのご意見をいただきました。 

 

３ 河川事業の背景 

三重県が管理する河川の内、整備必要区間に対する河川整備率は平成１９年度末で３７．

９％と低く、県民の安全・安心という観点からも早期の河川整備が望まれています。 

このため、三重県の河川事業では、浸水被害軽減のため、おおむね５年～１０年に１度起

こる降雨により発生する洪水を安全に流下させるよう、河川堤防や護岸の整備、河床の掘下

げ、河川横断構造物の改築、排水機場の設置などの河川整備を自然環境に配慮しながら実施

しています。 

また、このようなハード整備には多大な事業費と時間を要することから、ソフト事業を併

せて実施し、被害を最小限に抑えるような取り組みも進めています。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 

再評価の対象となった１１河川、木津川、安濃川、五十鈴川、志登茂川、志原川、大内山

川、堀切川、大堀川、外城田川、桧尻川、椋川の河川事業について、浸水被害軽減を目指し

て事業を継続していきます。 

 

５ 事業への対応方針 

５－１ 事業の課題 

１３番志登茂川については、費用対効果を算出する際の被害額の算定の際に行った想定氾

濫シミュレーションにおいて、メッシュで代表される地盤高では低平地における微高地を正

確にとらえきれず、実際の浸水深と必ずしも一致していない結果となっています。 

１４番志原川については、改修には上下流の流下能力を考慮したネック箇所の解消を図る
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ことや、大規模な横断構造物の改築等が必要となることから、多大な事業費と長期にわたる

事業期間を要する結果となっています。 

１６番堀切川については、高潮対策事業として、事業効果発現のための事業計画に即した

施行を行っています。事業を進めるにあたり、沿川住民への事業説明は行っていますが、今

後さらなる住民意見の反映を図っていくことが必要と考えています。 

総括意見については、沿川の住民は、河川が受け持つ洪水を安全に流下させることはもと

より、内水の排除についても求めており、河川事業を推進していくうえでは、内水対策を所

管する他の事業主体と連携した治水対策が望まれています。さらに、希少な生態系の保全な

ど周辺環境との調和に配慮した河川事業の推進が望まれています。 

また、適切な維持管理を推進するために、「草刈り作業の自治会等への業務委託制度」や

「道路・河川・海岸美化ボランティア活動助成事業」により住民の参画を求めていますが、

さらなる取り組みが必要です。 

また、コスト縮減についても、各事業で取り組みは行っているものの、より一層の縮減を

目指すとともに、その具体的成果を県民にも示せるよう努力することが必要と考えています。 

 

５－２ 課題の解決方針 

１３番志登茂川の想定氾濫シミュレーションについては、次回再評価審査の費用対効果算

出時には、現地の地形状況に即した地盤高が反映できるメッシュが的確に採用できるよう

「治水経済調査マニュアル」を踏まえながら検討します。 

１４番志原川の事業効果の早期発現については、県全体の河川事業予算が厳しいなか、限

りある予算を有効かつ効率的に執行する必要があり、整備の重点化を図るなかで志原川につ

いても事業推進を図って行きます。また、万一の被害を最小限に抑えるソフト対策について

も関係市町と連携を図り、周辺住民の安全・安心の確保に努めます。 

１６番堀切川の地域住民の意見を反映する仕組みの構築については、今後策定する予定の

堀切川河川整備計画の策定過程において、流域懇談会を開催する等により地域住民の意見を

反映できるよう努めます。 

また、総括意見の内水排除事業等他の事業との連携については、特に内水対策が必要な箇

所において、関係機関との連絡調整を密にし、総合的な治水対策となる様、さらなる取り組

みを進めていきます。 

さらに、周辺環境との調和に配慮した事業推進については、平成１３年に策定した「自然
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に配慮した川づくりの手引き」等に基づき、自然環境との調和に取り組んでいるところです

が、今後の河川整備計画の策定過程においても、流域委員会や流域懇談会での意見を通して、

地域の周辺環境により一層配慮した事業の推進に努めていきます。 

また、維持管理の担い手となりうる住民参画の推進については、地域住民のボランティア

意識の高まりにより、「草刈り作業の自治会等への業務委託制度」や「道路・河川・海岸美

化ボランティア活動助成事業」へのさらなる参加を呼びかけながら、今後も県ホームページ

や広報誌等への掲載を行う等広く啓発活動を積極的に行い、住民参画を一層推進し、適切な

維持管理に努めます。 

また、コスト縮減の推進については、効率的・効果的な事業実施に努めながら、事業の早

期効果を発現するため、より一層のコスト縮減を図り、具体的な成果を示せるように努めま

す。 

 

以上の事項をふまえ、平成１８年１２月に策定しました中長期計画である「三重県河川整

備戦略」に基づきソフト・ハードにわたり、効率的、効果的に河川整備を進めていきます。 
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海岸事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 海岸事業 ２４番 御浜地区海岸 
      ２５番 井田地区海岸 
 
２ 委員会意見 
平成２０年９月８日に開催された第２回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、２４番、２５番については、「防災上必要な事業であり、事業継続の妥当性が認められ

たことから事業継続を了承する。」とのご答申をいただきました。 
また、あわせて、「七里御浜における土砂動態解析モデルと、熊野川から供給される土砂

量の増加手法の構築及び熊野川流砂系に係る関係機関との調整を引き続き行うこと。また、

当委員会に対して報告された事業方針については、速やかに実施すること。さらに、今後事

業説明においては、総合行政の観点から津波に対する防災対策を含めて行うとともに、海岸

の費用対効果においては、浸水防止など便益の内訳についても説明及び資料の提出を求め

る。」とのご意見をいただきました。 
 
３ 海岸事業の背景 
熊野灘沿岸の南部に位置する七里御浜海岸は、熊野市鬼ヶ城から熊野川河口まで約２０ｋ

ｍにわたる砂礫質海岸であり、ほぼ全域が吉野熊野国立公園に指定されています。また、七

里御浜海岸はアカウミガメが上陸・産卵する自然環境が豊かで貴重な海岸でもあります。 

こうした中、御浜地区海岸、井田地区海岸については、太平洋の荒波が直接来襲すること

などにより、海浜の侵食が問題となっています。往時には２００ｍ以上あったと言われる浜

幅も減少し、井田地区の南端部に至っては海浜がほとんど消失したために、これまで度々台

風等の波浪により被害を受けてきました。 

こうしたことから、人工リーフにより波浪を減衰させ、高潮・高波による被害を防止し、

背後地の安全・安心を確保することを目的とし、高潮対策事業を実施しています。  
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４ 再評価対象事業の対応方針 
防災上必要な事業であり、今後も効率的・効果的な投資に努めるとともにコスト縮減を図

りながら、事業を継続して実施していきます。 

 
５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
海岸侵食が進む七里御浜海岸では、高潮対策事業と維持養浜を実施していますが、熊野川

から供給される土砂量が減っているため、その増加対策が必要となっています。熊野川流域

は三県に渡っており、関係機関と連携を密にし、効果的な対応策を検討する必要があります。 
また、今後、事業の効果については、高潮・津波等を総合的に説明し、理解を得ることが

求められています。 
事業評価の説明の際には資料が不十分との指摘を受けたことから、浸水防止など便益の内

訳についても説明する必要があります。 
   
５－２ 課題の解決方針 
熊野川流域の土地利用の変化、上流ダム群による土砂流出の変化等により、河川への土砂

供給量が減少していることから、七里御浜海岸の侵食対策については、熊野川流域全体で取

り組む必要があります。 

国などの関係機関と連携を図りながら、サンドバイパスやサンドリサイクルなど実施して

いますが、さらに総合的な土砂管理について、関係機関に働きかけていきます。 

また、事業評価を行う際には、高潮対策事業としての効果だけでなく、津波に対する防護

効果を含めての説明を行うとともに、費用対効果についても、便益の内訳について資料を提

出します。 
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港湾事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 港湾事業 ２６番 鳥羽港（佐田浜地区） 
 
２ 委員会意見 
平成２０年１１月２０日に開催された第６回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、「他の公共事業と連携し、計画的に事業を進めるべきであったが、来年度、事業完

了予定であることから事業継続を了承する」とのご答申をいただきました。 
また、あわせて、 
一、幅広い県民の利用を想定する公共施設であるため、特に高齢者など要援護者に対する

施設の利便性向上となるよう一層の効果発現に努めるよう求める。 
一、港湾事業の計画策定にあたっては、過大な投資とならないよう、海岸事業などの他事

業や他主体と連携し、整合を図るよう求める。 
一、既存の施設を再利用する場合には、ライフサイクルコスト低減の観点から、維持管理

計画の策定などストックマネジメントを構築するよう求める。 
とのご意見をいただきました。 
 
３ 鳥羽港（佐田浜地区）改修事業の背景 

現在の佐田浜地区は、離発着と係船が同一泊地内で行われており、入出港についてしばしば

滞船が生じている状況です。また施設の老朽化も進んでいることから、新しい施設の整備により、

安全で利用しやすい泊地を整備するとともに、旅客施設の利便性と快適性の向上を図り、鳥羽市

の海の玄関口にふさわしい港の整備を進めるものです。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
当事業は、平成 6 年度より事業を開始しており、平成 20 年度の進捗状況は 90％です。
鳥羽市では現在の第三セクターによるターミナルから新ターミナルへの移行を予定しており、

当事業についても事業完了を急ぐ必要があります。このため、事業を継続し、早期完了を目

指します。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
本事業で整備中の港は、地域の方や観光客の方等、幅広い皆様に利用していただく港であ

ることから、利用者の方が港までスムーズに移動できるよう工夫することや、離島から緊急

の船が来た際に速やかに入港できるよう配慮する等、より使いやすく便利な港として整備し

ていくことが必要です。 
また、港湾事業の計画を策定する際には、海岸事業や背後のまちづくりとの整合等、他事

業や他主体との連携をより一層進めていく必要があります。 
新港の供用開始後も既存施設を引き続き利用していくため、既存施設についても維持管理

計画を策定し、ストックマネジメントを構築していく必要があります。 
 
５－２ 課題の解決方針 
 本事業については、これまでも三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例に基づ

き、利用者の皆様に使いやすい港湾施設を目指して整備を進めてきましたが、ご意見をいた

だきました、「施設の利便性の向上」「他事業との連携」の観点から、今後とも引き続き鳥羽

市と連携して駅から港まで連続感のある施設整備を行い、快適で使いやすい港になるよう一

層の努力を行います。 
 港湾事業の計画を策定する際には、これまでも他事業との調整を図り事業を進めてきまし

たが、今後も他事業との連携を更に進めていきます。 
 既存施設については老朽化が進んでいますが、早期に港湾施設の維持管理計画を策定し、

既存施設を有効に活用していきます。  
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街路事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 街路事業 ２７番 秋葉山高向線外１線 
 
２ 委員会意見 
平成２０年１２月２５日に開催された第７回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご答申をいた

だきました。 
また、あわせて、「事業効果の早期発現のため、関連する事業との連携を密に事業推進に

努められたい。」とのご意見をいただきました。 
 
３ 街路事業の背景 
街路事業は、都市における円滑な交通機能の確保及び公共空間を備えた良好な市街地の形

成を図ることにより、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与することを目的とし

て、市街地の都市計画決定された道路を整備する事業です。 

秋葉山高向線外１線街路事業は、鉄道と立体交差することで、踏切による交通渋滞を解消

し円滑な交通を確保し市街地へのアクセス向上を図り、伊勢市のまちづくりに寄与すること

を目的に、一般国道２３号と主要地方道鳥羽松阪線を結ぶ新たな幹線道路として計画された

「伊勢南北幹線道路」の一部を整備するものです。この「伊勢南北幹線道路」（延長約２．

５ｋｍ）は、当街路事業区間（延長 約０．８ｋｍ）、現在整備中の道路事業区間（延長 

約１．１ｋｍ）及び整備済道路区間（延長 約０．６ｋｍ）から構成されています。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
計画的で効率的な事業執行により、事業効果の早期発現を目指し、継続して実施していき

ます。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
現在の事業進捗率は９２．８％であるため、早期事業効果の発現に向け事業を推進する必

要があります。また、事業目的を達成するためには、「伊勢南北幹線道路」として、全区間

供用する必要があります。 
 
５－２ 課題の解決方針 
関連する道路事業と連携を図り、平成２５年の御遷宮までに全区間供用することを目指し、

事業推進していきます。 
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都市公園事業について 
［県土整備部］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 都市公園事業 ２８番 北勢中央公園 
 
２ 委員会意見 
平成２０年９月２６日に開催された第３回三重県公共事業評価審査委員会における審査の

結果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご答申をいただ

きました。 
また、あわせて、「市町別利用者数の的確な調査と継続的な周辺の環境調査に基づき、適

切な事業を推進されたい。」とのご意見をいただきました。 
 
３ 都市公園事業（北勢中央公園）の背景 
計画地に残る自然を活かし、地域の歴史、文化、自然を紹介するとともに郷土の風景を後

世に伝えることをテーマとし、良好な自然環境の保全を図ると同時に多様なレクリエーショ

ン活動、健康の増進、自然とのふれあいの場の提供を目的として整備を進めています。 

 
４ 再評価対象事業の対応方針 
平成１５年度に住民ニーズ及び社会情勢の変化に伴い計画を変更しています。この計画に

沿ってコスト縮減に努めつつ、早期の整備効果発現に向け引き続き計画的に事業を継続して

いきます。 

 
５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
本公園は広域的なレクリエーション需要を充足することを目的とする広域公園であること

から、公園利用者数の実態を反映した費用対効果分析を行うことで、より効果的な整備に結

びつける必要があります。 
また、良好な自然環境の保全が本公園の整備の重要な目的の一つであることから、整備・

管理に当たっては周辺の環境に十分配慮する必要があります。 
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５－２ 課題の解決方針 
市町別利用者数の実態調査については、指定管理者の協力のもと、公園利用者にアンケー

ト調査を行い、より正確な実態を把握していきます。 

また、周辺の環境調査については、今後、年４回、公園内溜池２箇所で水質調査を実施し、

事業を適切に推進していきます。 
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５） 企業庁の取り組み（再評価） 
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環境衛生施設整備事業の対応方針について 
［企業庁］ 

 
１ 再評価審査対象事業 
 環境衛生施設整備事業 ２９番 北中勢水道用水供給事業 
 
２ 委員会意見 
平成２０年９月８日に開催された第２回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、「事業継続の妥当性が認められたことから事業継続を了承する。」とのご答申をいただき

ました。 
また、あわせて、「経済的な効果を発現するよう今後の事業推進に努められたい。」とのご

意見をいただきました。 
 
３ 環境衛生施設整備事業の背景 
三重県の水道事業は、水源開発の適地の減少、膨大な開発コストを伴う財政負担、水源水

質の悪化など、市町単独での水源確保が困難な状況となっており、各受水市町からの要請を

受け県営で環境衛生施設整備事業（水道用水供給事業）を実施しています。 

前回の再評価以降、受水市町と協議を重ね、水需要の精査・確認を行い、北部広域圏広域

的水道整備計画を改定し、施設計画の整理・縮小を行いました。 
計画区域における水需要は、今後、大幅な増加は見込まれないものの、市町水道の水源能

力の低下や施設の老朽化から県営水道用水供給事業への依存率は、益々高まることが予想さ

れます。 

 

４ 再評価対象事業の対応方針 
今後は、合理的な水の利用と効率的な施設の運用を図るため、県と市町が連携し、広域的

かつ計画的に水道整備を継続していきます。 
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５ 事業への対応方針 
５－１ 事業の課題 
近年の社会情勢は人口減少社会の到来、節水型の産業構造への変化などによる水需要の停

滞など、今後の料金収入の減少が見込まれ、厳しい経営状況が考えられます。 

企業庁が今後とも将来にわたって持続可能な水の「安全・安定」供給の実現をしていくた

めには、経営改善を抜本的に進め、より効率的な事業運営に取り組むことが課題と考えてい

ます。 

 

５－２ 課題の解決方針 
地域の特性に応じた形態により、市町や民間事業者と協働し、「安全・安心・安定」供給

に取り組みます。 

 

○拡張事業の建設については、目標年度の給水に向け計画的・効率的な整備を推進します。 

○工事の施工にあたっては、常にコスト縮減を意識した取組を行っていきます。 

○市町に対して積極的に経営情報を提供し、理解と協力のもと経営を行います。 

○民間活力の積極的な導入により経営の効率化を図るとともに、官民が一体となって事業

の持続可能性を高めるため、平成２４年度から浄水場等における技術管理業務委託の包

括的な民間委託の導入に向け準備を進めます。 
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公共事業事後評価（県事業） 
 
 



 38 

２ 平成２０年度公共事業事後評価結果（県事業） 

 

 公共事業の事後評価にあたっては、客観的に評価を行う観点から三重県公共事業評価審査

委員会条例に基づく三重県公共事業評価審査委員会の調査審議を経たうえで、事後評価結果

を今後実施する事業の計画、又は、実施中の事業に反映させる内容について、委員会のご意

見を最大限尊重しながら県の事業方針を表－２のとおり決定しました。 
（１）平成２０年度三重県公共事業事後評価審査対象事業一覧表（表－２） ※付帯意見あり 
番

号 
事業名 箇所名 市町名 

採択

年度 

完了

年度 
答申 事業方針 

501 防災ダム事業 大沢池地区 津市 S63 H14 了承※ 

502 湛水防除事業 伊曽島北部地区 桑名市 H2 H14 了承 

503 ほ場整備事業 機殿地区 松阪市 H2 H14 了承※ 

504 農免農道事業 津北部地区 津市 S62 H14 了承※ 

505 
中山間地域総合整備 

事業 
多気中部地区 

多気町、 

大台町 
H7 H14 了承※ 

506 道路事業 
一般国道２６０号 

宿浦バイパス 

南伊勢町 

～志摩市 
H1 H14 了承※ 

507 海岸事業 片田地区海岸 志摩市 S49 H15 了承※ 

508 海岸事業 海野地区海岸 紀北町 H3 H15 了承※ 

各部の取り

組みのとおり 

509 港湾事業 的矢港（渡鹿野地区） 志摩市 H10 H15 了承  

510 砂防事業 三峰川 松阪市 H11 H15 了承  

 

 事後評価理由： 事業完了後おおむね５年が経過した事業 

   

（２）事後評価結果を踏まえた今後の取り組み 
 本県は、県民の公共事業に対する多様な価値観や近年の急激な社会経済情勢の変化等に対

して、新たな時代のニーズを捉えつつ公共事業を計画し、実施して行くことが重要と考え、

平成１５年度から公共事業事後評価を実施し、その結果から得られた課題への対応策を検討

するとともに、それを今後実施する事業等へ反映させていくこととしています。 
 本年度は、表－２の１０事業について公共事業事後評価を実施し、三重県公共事業評価審
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査委員会にご審査をいただきました。その結果、「了承」とのご答申とあわせて貴重なご意

見をいただきました。 
 本県は、このご意見を踏まえて課題を検討し、それに対する具体的な取り組みとして次頁

以降に整理しました。 
 今後は、この取り組みを進めるとともに、更に的確な事後評価に努め、今後実施する公共

事業の計画等に反映させつつ、本県の公共事業が一層効率的効果的となるよう取り組んでい

きます。 



 40 



 41 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１） 各部庁共通の取り組み（事後評価） 
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今後の事後後評価について 
［各部庁共通］ 

 
１ 経緯 
平成２０年１１月６日に開催された第５回三重県公共事業評価審査委員会において、「事

後評価を行うにあたっては、肯定的な結果の追認にとどまらず、否定的な側面についての考

察により課題点を洗い出し、類似事業に反映できるようにされたい。」とのご意見をいただ

きました。 
また、平成２１年１月８日に開催された第８回三重県公共事業評価審査委員会において、

「今後、事後評価の算定については、マニュアルに則した便益だけではなく、実態に即した

便益の算定についての検討を求めるものである。」とのご意見とあわせ、「今後、事業効果の

把握を目的とするアンケート調査については、より客観的かつ的確な調査対象や調査項目を

設定するよう求めるものである。」とのご意見をいただきました。 
 
２ 今後の対応 
２－１ 事後評価における課題と説明について 
昨年度も同様のご指摘をいただいたことから、本年度はより広範な側面から評価を行い、

課題点の洗い出しができているものと考えています。 

しかしながら、委員会での説明では、肯定的な結果を強調するあまり、課題点の洗い出し

が十分に行えていないとの印象を与える傾向にありました。 

従って、今後は、肯定的な結果の説明だけではなく、課題に関する説明にも注力するよう

努めます。 

 
２－２ 事後評価の便益算定について 
マニュアルによる便益算定については、事業開始時に想定した効果と比較する上で有効で

あり、今後も不可欠であると考えますが、一般的には分かりづらいものとなっています。 

このため、マニュアルによる算定とあわせて、県民への説明責任の観点から、より分かり

やすく実態に即した便益算定の検討を進めます。 
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２－３ アンケート調査の設定について 

事後評価の目的は、事業完了後の効果と周辺環境への影響等を確認し、必要に応じて適切

な措置を講じるとともに、評価結果を類似事業に反映させることとしており、アンケート調

査は、これらを踏まえて行うことが重要と考えます。 

従って、今後は、事後評価の目的、特に類似事業への反映を念頭に置いたアンケート調査

となるよう、より客観的かつ的確な調査対象や調査項目の設定に努めます。 
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２） 農水商工部の取り組み（事後評価） 
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防災ダム事業（防災ため池工事）について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 防災ダム事業（防災ため池工事） ５０１番 大沢池地区 
       
２ 委員会意見 
平成２１年１月８日に開催された第８回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。」とのご答申をいただきま

した。 
また、あわせて、「今後は、総合行政の観点から、同一流域内で行われる河川事業など、

関連する他事業の進捗状況についても、併せて説明を求めるものである。」とのご意見をい

ただきました。 
 
３ 防災ダム事業（防災ため池工事）の背景 
防災ダム事業（防災ため池工事）は、農業用ため池の改修を通じてため池に洪水調整機能

を賦与し、主に農地、農業用施設および農作物等の農業関係被害を未然に防止することを目

的として事業を実施しています。 

本地区は、大沢池、嘉間池の２つのため池を改修し、洪水調整容量を確保することによっ

て、下流域236.0haの湛水被害を防止するために事業を実施しました。 

 
４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

・事後評価において、同一流域内で実施されている他事業との関連、影響について、一部

説明が不足する部分がありました。 

・本事業は、地域防災という機能が高いため、地域住民の方々へのより一層の事業周知を

図る必要があります。 

・将来、農業生産活動や施設維持管理の継続に、不安をもつ住民の方がいます。 
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４－２ 課題の解決方針 
・今後は、関連性のある他事業につきましても、総合行政の視点を有した説明を実施しま

す。 

・事業実施の際に地域住民の方々に一層の周知を図ります。 

・農業生産活動の継続につきましては、担い手の確保・育成や集落営農を促進し、農地の

利用集積を図ります。農業用施設の維持管理につきましては、「農地・水・環境保全向

上活動」等を活用し、ため池などを公共の財産として、地域全体で守っていくことを推

進します。 



 48 

湛水防除事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 湛水防除事業 ５０２番 伊曽島北部地区 
 
２ 委員会意見 
平成２１年１月８日に開催された第８回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。」とのご答申をいただきま

した。 
 
３ 湛水防除事業の背景 
湛水防除事業は、排水条件が悪化した地域を対象に排水施設の再整備を行う事業であり、

湛水被害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図っています。 

本地区は、海抜０ｍ以下の輪中地帯であるため、普段から排水機を用いて排水を行ってい

ますが、既設排水機の老朽化と、地盤沈下の進行により、大雨時の排水が出来なくなってき

たため、本事業を実施しました。 

 

４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

・近年ゲリラ的な集中豪雨が多くなっています。 

・排水機場周辺環境への影響が生じます。 

・事業計画時、実施時には周辺の方々へのさらなる説明と意見交換が必要です。 

 
４－２ 課題の解決方針 
・短期間の集中豪雨を十分勘案して事業計画を策定します。 
・排水機場の周辺環境への影響を事前に想定し、可能な配慮を行います。 
・事業計画時、実施時には周辺の方への説明と意見交換をより一層実施します。 
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ほ場整備事業について 
［農水商工部］ 

 

１ 事後評価審査対象事業 

ほ場整備事業 ５０３番 機殿地区 

 

２ 委員会意見 

平成２１年１月８日に開催された第８回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。」とのご答申をいただきま

した。 

また、あわせて、「波及的な事業効果の発現のため、基盤整備後の対応として、新商品の

開発や市場の開拓についても検討されたい。」とのご意見をいただきました。 

 

３ ほ場整備事業の背景 

ほ場整備事業は、農地の区画を大きく整えたり、農道や用水路・排水路などを整備するこ

とによって、農業の生産性の向上を図るとともに、農業経営の合理化や農業の担い手の育成

を図ることを目的としています。 

機殿地区は、農地の区画が狭小で不整形であり、農道の幅員は狭く、水路は用水路と排水

路が兼用の土水路であることなどの状況から、効率の悪い農業を行っていました。これらの

ことから、担い手への農地の利用集積の促進や、営農の省力化を図るため、大区画のほ場、

農道、用排水路の整備に対する地域の要請があり、事業を実施しました。 

 

４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

・環境面へ配慮した事業の実施が求められています。 

・農家の高齢化や後継者不足による農業用施設の適正な維持管理が困難になりつつありま

す。 

・農産物の安心・安全で安定的な供給や農業の構造改革のためにも、担い手への農地の集

積や農作業の効率化のための整備を行う必要があります。 
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さらに、上記の課題に加え、 

・三重県内におけるほ場整備済面積は、必要ほ場整備面積の８３．４％が既に整備され、

また、事業の実施地区は、近年、大幅に減少しています。 

 

４－２ 課題の解決方針 

・自然環境と調和した整備のあり方について地域の合意形成に努め、より一層、環境や景

観に配慮した事業の推進を図ります。 

・今後、農村地域の過疎化・高齢化はますます進み、農家数も大幅に減少することが見込

まれます。限られた農家だけで施設を維持管理することが困難になってきていることか

ら、今後は農家だけでなく、非農家も含めた活動組織により、農地・農業用水の資源や

環境の保全向上を図るため、現在実施されている「農地・水・環境保全向上対策」を積

極的に支援していきます。 

・営農組合や担い手農家などへ農地の集積を進め、安定的な農業経営ができるよう支援し

ていきます。 

・今後の農業生産基盤の整備は、水資源の効率的な利用や水管理の省力化につながるパイ

プライン化を中心に整備をしていきます。 

・さらに、農業生産基盤の整備と合わせ、市町やＪＡ、県の営農普及担当と連携しながら、

地域の状況に応じ、産地のブランド化やターゲットを明確にした市場の開拓などの対策

も進めていきます。 
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農道整備事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業 ５０４番 津北部地区 

 
２ 委員会意見 
平成２０年１１月６日に開催された第５回三重県公共事業評価審査委員会における審査の

結果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。」とのご答申をいただき

ました。 
また、あわせて、「農業農村整備事業においては、自然環境に配慮しつつ、農業の持続的

な維持発展につなげられたい。」とのご意見をいただきました。 
 
３ 農道整備事業の背景 
農村地域では、農地と農業用施設、市場などを効率的に結ぶ道路が十分に確保されていま

せん。 
このため、農業機械・農産物輸送車両の大型化、農産物流通圏の拡大など、農業生産の効

率化、農産物流通の合理化や、社会生活環境の改善のため農道の整備を実施しました。 
  
４ 事業への対応方針 
４－１ 事業の課題 
本地域では、サイエンスシティの開発や当該農道と中勢バイパスが接続されたことにとも

ない一般交通量が増加し、農業車交通への影響が生じています。 
また、受益農地については、多くの方が営農について意欲を持っていますが、後継者等の

問題があり、農業の継続に対して不安がみられます。 
 
４－２ 課題の解決方針 
今後の都市近郊の農道の整備については、事業計画時に将来の農業形態や一般交通量の変

化などを十分に勘案するとともに、有識者による専門委員会の意見を踏まえ、自然環境に配

慮しつつ、より効率的で効果的となる事業計画を策定していきます。 
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また、営農面においては、農地の担い手等への集積や「農地・水・環境保全向上活動」な

どを利用し、地域全体で農地・農業用施設および農村集落機能の維持に努めていきます。 
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中山間地域総合整備事業について 
［農水商工部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 中山間地域総合整備事業 ５０５番 多気中部地区 
       
２ 委員会意見 
平成２０年１１月６日に開催された第５回三重県公共事業評価審査委員会における審査の

結果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める」とのご答申をいただき

ました。 
また、あわせて、「農業農村整備事業においては、自然環境に配慮しつつ、農業の持続的

な維持発展につなげられたい。」とのご意見をいただきました。 
 
３ 中山間地域総合整備事業の背景 
中山間地域総合整備事業は、農業の生産条件が不利な地域の実情に沿った整備手法により、

ほ場整備等の農業生産基盤を整備するとともに、農村生活環境等の整備を併せて総合的に実

施することにより農業・農村の活性化を図ることを目的としています。本地区においては

「未整備の傾斜農地が多いことから農地の区画整理、農道や用水路・排水路などの整備によ

り、農業生産性の向上と農業経営の安定化を図りたい。」「活性化施設の整備によって地域全

体を元気にしたい。」という地域の要請があったことや、集落機能の維持に対する必要性が

あったことによるものです。 

 

４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

過疎化や高齢化により営農意欲の維持、農地・農業用施設の管理が困難になってきていま

すが、自然環境に配慮しつつ農業の持続的な維持発展をすすめていくことが必要です。 

また、活性化施設の類似施設が各地に造られることにより将来的に活況が下降する恐れも

あります。 
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４－２ 課題の解決方針 
営農意欲を維持するためには、農業経営の効率化を図り受委託耕作から集落営農へと段階

的に取り組みを進めていきます。 
農地・農業用施設の整備については、事業計画時に生態系調査を行い、有識者による専門

委員会の意見を踏まえ、多自然型水路など自然環境に配慮した整備をすすめます。また管理

については非農家を含めた地域全体としての対応を検討し適正に維持管理に取り組めるよう

にしていきます。 
活性化施設の活況を持続・向上するためには、農産物の集荷作業の軽減や新たな施設運営

方法の検討を含め農業生産から加工、流通、販売、観光などへの展開をさらに進めていきま

す。 
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３） 県土整備部の取り組み（事後評価） 
 
 



 58 

道路事業について 

［県土整備部］ 
 

１ 事後評価審査対象事業 
 道路事業 ５０６番 一般国道２６０号宿浦バイパス 
      
２ 委員会意見 
平成２１年１月８日に開催された第８回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める」とのご答申をいただきま

した。 
また、あわせて、「事業効果の早期発現及び緊急輸送道路ネットワークの早期形成のため、

未整備区間の早急な整備を進められたい。」とのご意見をいただきました。 
 
３ 道路事業の背景 
一般国道２６０号は、熊野灘沿いの集落を連絡する唯一の幹線道路であり、当地域の生活、

産業、交流、安全・安心に欠かせない重要な路線です。本路線の内、南伊勢町宿浦から志摩

市浜島町南張を結ぶ区間については、旧南勢町内の宿田曽漁港を有する宿浦、田曽浦から役

場所在地である五ヶ所浦を結ぶ重要な区間となっていますが、幅員狭小の急カーブ、急勾配

が連続する未改良区間であり、安全で円滑な通行が確保されていませんでした。このため、

安全で円滑な通行の確保、交通所要時間の短縮を目的として、平成元年から事業化し、平成

１５年に完成供用しています。 
 
４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

国道２６０号の南伊勢町田曽浦から役場所在地である五ヶ所浦区間では、志摩市南張から

南伊勢町木谷間が未整備となっています。このため、宿浦バイパス事業の事業効果の早期発

現及び緊急輸送道路ネットワークの早期形成に十分ではない状況にあります。 
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４－２ 課題の解決方針 

事業効果の早期発現及び緊急輸送道路ネットワークの早期形成のため、志摩市南張から南

伊勢町木谷間の未整備区間（Ｌ＝２．４ｋｍ）について、平成１６年度に事業着手しており

早期の全線供用に向け事業推進に努めます。 
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海岸事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
海岸事業   ５０７番 片田地区海岸 

５０８番 海野地区海岸 
       
２ 委員会意見 
平成２０年１１月２０日に開催された第６回三重県公共事業評価審査委員会における審査

の結果、５０７番、５０８番については、「事業の効果、今後の課題については事後評価の

妥当性を認める。」とのご答申をいただきました。 
また、あわせて、「今後、事業計画段階からの住民参加を進め、住民に対して事業内容な

どを十分に説明されたい。また、今後は定量的な実績に基づく科学的な評価結果を示すよう

求める」とのご意見をいただきました。 
 
３ 海岸事業の背景 
片田地区海岸は、伊勢湾口部に張り出した志摩半島の南端部に位置し、両側を岩礁地形に

挟まれた延長約３．２ｋｍの砂利浜海岸で、海岸線は弓状に湾曲した地形となっています。

背後には国道２６０号が通っており、地区内には片田中学校、片田小学校などがあり、その

周辺には民家が密集しています。台風等の高波浪時には越波による被害が度々生じていたた

め、背後地の生命・財産を守ることを目的として、昭和４９年度から平成１５年度まで離岸

堤及び人工リーフによる海岸保全対策を実施しました。 
 

海野地区海岸は、海水浴場としての利用があり、背後地は人家の他、民宿等の観光施設、

災害時の避難所に指定されている「古里自然休養村センター」が隣接し、その後方には国道

４２号、ＪＲ紀勢本線が通っています。 

このため、高潮・波浪等の異常気象時に、背後地の生命・財産を守ることを目的として、

平成３年度から平成１５年度まで人工リーフによる海岸保全対策を実施しました。 
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４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

これまでも、事業説明会を実施するなど、地元の理解、協力を求めてきたところですが、

アンケートの結果を踏まえ対応する必要があります。 

また、５０年確率の計画波高に対して、事業完了後にはどの程度の確率波まで防護するこ

とができたかというような定量的な実績に基づいた事業効果の検証までは行っていませんで

した。 

 

４－２ 課題の解決方針 
今後、新規事業に着手する際には、計画段階から住民に対して事業についての十分な説明

を行い、地元の意見を反映させた計画とするよう努めていきます。また、既に実施中の事業

についても、事業説明会等を通じ意見交換を行うなど、事業に対する理解、協力を得ながら

進めていきます。 
また、今後行う事後評価においては、近傍の波高観測データ等を利用して定量的な事業効

果の検証ができるよう努めていきます。 
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港湾事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 港湾事業 ５０９番 的矢港（渡鹿野地区） 
 
２ 委員会意見 
平成２１年１月８日に開催された第８回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める」とのご答申をいただきま

した。 
 
３ 的矢港（渡鹿野地区）港湾改修事業の背景 
当該地区旧港湾施設は老朽化が進み、泊地が手狭で船が過密な状態で係留され、また台風

時には船を避難させる状況であっため、的矢港（渡鹿野地区）改修事業は、旧港湾施設を大

型で使いやすく安全な港湾施設に改修し、港湾機能の充実を図る目的で本事業に着手し、平

成１５年に事業完了しました。 

 
４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

 港の利用者の高齢化が進んでいくことや、観光客のニーズも多様化していることから、今

後の人流を主体とする港の整備については、更にバリアフリーに配慮した使いやすい港を目

指す必要があります。 

  

４－２ 課題の解決方針 
これまでも人流を主体とする港の整備については、三重県ユニバーサルデザインのまちづ

くり推進条例に基づき、利用者の皆様に使いやすい港湾施設を目指して整備を進めてきまし

たが、今後の港の整備についても更に一層、利用者のニーズや意見をこれまで以上に把握し

ながら、便利で使いやすい港の整備を進めていきます。 
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砂防事業の対応方針について 
［県土整備部］ 

 
１ 事後評価審査対象事業 
 砂防事業 ５１０番 三峰川 
 
２ 委員会意見 
平成２１年１月８日に開催された第８回三重県公共事業評価審査委員会における審査の結

果、「課題に対する対応方針を含めた事後評価の妥当性を認める。」とのご答申をいただきま

した。 
   
３ 砂防事業の背景 
三重県には土砂災害危険箇所が約16,000箇所あり、全国で10番目に多い状況にあります。 
一方、県内では、平成１６年度の県南部を中心とした大規模な土砂災害や、平成２０年度

の県北部を中心とした土砂災害など、近年多発する豪雨により甚大な被害が発生しています。 
このため、土石流を堰き止め、生命や財産を守る砂防堰堤等の整備を進めていますが、保

全率は２５％と低い状況にあります。 

また、これらのハード対策の実施には長い年月と多額の事業費が必要なことから、土砂災

害情報の提供等のソフト対策も併せて進めています。 

 
４ 事業への対応方針 

４－１ 事業の課題 

財政状況厳しい中、今後も予想される土砂災害に対し、より効果的、効率的な施設計画や

施設整備が必要となっています。 

 

４－２ 課題の解決方針 
施設の配置計画に当たっては、機能を確保しつつ、より経済的な設置箇所、工法を選定す

るとともに、当該流域内の災害履歴、保全対象等を勘案して、緊急性の高い箇所から順次、

整備に着手するなど、コストの縮減やなお一層、効果的、効率的な整備となるよう努めてい

きます。 



 65 

また、被害を最小化すると言う「減災」の観点から、土砂災害警戒情報の発令など土砂災

害に関する情報を住民と行政機関が相互に共有するシステムの整備等、警戒避難体制の整備

に資するソフト対策事業を進めることにより総合的な土砂災害対策を行っていきます。 
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

S49

-
 1

 -

7,635 64.0%

H33 － －

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
森林整備事業について、
今後、便益、特に森林整
備促進便益の内容が分
かるよう、より詳細で分か
りやすい説明を求める。

〜
【事業目的】

路網が未整備な熊野市紀
和町南東部の広大な森林に
おける骨格となる林道とし
て、森林の適正管理と森林
資源の有効利用を図るとと
もに、布引の滝など森林や
自然を活かした観光資源へ
のアクセス道路として地域振
興を図ることを目的とする。

延長：21,830ｍ
橋梁：８橋

・熊野市は、平成１７年１１月１日に熊野
市と紀和町の合併により誕生した。

・熊野市では、平成２０年度を始期とす
る総合計画を樹立し、木材流通の拡大
を目標に掲げ、その実現のために行政
が果たすべき役割として、林道、作業道
の整備をあげている。

・熊野原木市場におけるスギ・ヒノキの
取扱量及び平均価格を平成１５年度と
平成１９年度で比較すると、取扱量で約
３割、平均価格で約２割減少している。

延長：10,430m
事業費：2,628百万
円

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝130.7億円／102.7億
円＝1.27

【コスト縮減】
波形線形の採用や幅員、路
肩の縮減、また、コンクリート
擁壁に替え補強土壁工を積
極的に活用し、土工量と法面
保護工を縮小すること等によ
り、コストの縮減を図る。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内の森林
整備を図る必要があることか
ら、当林道を開設する以外に
代替案はない。

③

【全体事業概要】
延長：32,260ｍ
橋梁：８橋

7,635 64.0%

森
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備
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事
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）

1

三
和
片
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線
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市

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名
事業効果が早期に発現さ
れるよう、コスト縮減と環
境への配慮に努めなが
ら、事業の早期完成を目
指す。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H3

-
 2

 -

6,560 49.0%

H30 － －

継
続

延長：4,402m
［うちトンネル８４０
ｍ］
橋梁工２橋
事業費：3,374百万
円

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

〜
【事業目的】
大台町、紀北町両町の基幹
的な林道として、地域の森
林整備を促進する。併せて、
古くから文化的な交流が
あった両地域を連絡する生
活道として、海と山の資源を
活かした交流を通じて地域
活動を促進し、両地域の振
興を図ることを目的とする。

49.0%

延長：１１，０９８ｍ
橋梁工４橋

・旧宮川村は、平成１８年１月に旧大台
町と合併し、大台町となった。また、旧
紀伊長島町は、平成１７年１０月に旧海
山町と合併し、紀北町となった。
・平成１６年災害により、県中南部を中
心に甚大な被害を受けたが、大台町で
は死者、行方不明者７名という人的被
害を始め、ライフラインが寸断され、紀
北町と共に特に甚大な被害を受けた。
・平成１７年１０月に「三重の森林づくり
条例」が制定され、平成１８年３月には
「三重の森林づくり基本計画」を策定し、
１０年間で８万ヘクタールの間伐実施を
目標に森林整備を推進している。
・地球温暖化防止を目的とした、京都議
定書の第一約束期間が本年度から始ま
り、日本に課せられた６％の削減目標
のうち、３．８％を森林吸収分として認め
られているため、国を挙げて森林整備
に取り組んでいる。

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝123.7億円／70.9億
円＝1.74

【コスト縮減】
波形線形の採用や幅員、路
肩の縮減、また、コンクリート
擁壁に替え補強土壁工を積
極的に活用し、土工量と法面
保護工を縮小すること等によ
り、コストの縮減を図る。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内の森林
整備を図り、両町を連絡する
必要があることから、当林道
を開設する以外に代替案は
ない。

森
林
整
備
事
業

（
林
道
事
業

）

2
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線
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町
・
紀
北
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③

【全体事業概要】
延長：１５，５００ｍ
［うちトンネル８４０ｍ］
橋梁工６橋

6,560

事業効果が早期に発現さ
れるよう、コスト縮減と環
境への配慮に努めなが
ら、事業の早期完成を目
指す。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H5

-
 3

 -

4,615 86.0%

H27 － －

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
森林整備事業について、
今後、便益、特に森林整
備促進便益の内容が分
かるよう、より詳細で分か
りやすい説明を求める。

〜
【事業目的】
高見山地の山腹に広がる広
大な森林地帯中央部を横断
する基幹林道として、森林整
備の促進を図るとともに、小
流域ごとに分断している既
設路網を接続し、ネットワー
ク化して利用区域内の森林
施業の効率化を図ることを
目的とする。
併せて、国道１６６号の災害
時の迂回路や森林レクリ
エーションのアクセスとして
位置付けている。

延長：16,692ｍ
橋梁：４橋

・旧飯高町は、平成１７年１月に松阪
市、嬉野町、三雲町、及び飯南町の４市
町と合併して松阪市となった。

・松阪市では、平成１８年度を始期とす
る総合計画を樹立し、林道基盤の整
備、担い手の育成、林業経営安定の推
進を図ることとし、その実現に向け行政
が果たすべき役割として、路網整備をあ
げている。

・原木市場（松阪コンビナート等）におけ
るスギ・ヒノキの取扱量及び平均価格を
平成１５年度と平成１９年度で比較する
と、取扱量で約１５％、平均価格で約１
７％減少している。

延長：4,008m
事業費：645百万円

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝81.8億円／63.0億円
＝1.30

【コスト縮減】
波形線形の採用や路肩の縮
減、また、コンクリート擁壁に
替え補強土壁工を積極的に
活用し、土工量と法面保護工
を縮小すること等により、コス
トの縮減を図る。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内の森林
整備を図る必要があることか
ら、当林道を開設する以外に
代替案はない。

③

【全体事業概要】
延長：20,700ｍ
橋梁：４橋

4,615 86.0%
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事業効果が早期に発現さ
れるよう、コスト縮減と環
境への配慮に努めなが
ら、事業の早期完成を目
指す。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H15

-
 4

 -

1,665 44.0%

H29 － －

継
続

延長：5,963m
橋梁工：１橋
事業費：937百万円

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
森林整備事業について、
今後、便益、特に森林整
備促進便益の内容が分
かるよう、より詳細で分か
りやすい説明を求める。

〜
【事業目的】
戦後に一斉植林されたス
ギ・ヒノキの人工造林と、薪
炭材跡地（２次林）の森林を
効率良く整備し、森林資源
の活用促進を図るとともに、
森林の持つ公益的機能の早
期発揮を目的とする。

44.0%

延長：4,123ｍ ・平成１７年２月に大宮町、紀勢町、大
内山村が合併して大紀町に、平成１７年
４月に南勢町、南島町が合併し南伊勢
町となった。

・主要幹線道国道４２号線のバイパス道
となる伊勢自動車道尾鷲勢和線が平成
２０年度に多気町から大紀町まで開通
する予定である。また、県道等周辺道路
の整備も進んでいる。

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝28.7億円／17.1億円
＝1.68

【コスト縮減】
波形線形の採用や路肩の縮
減、また、コンクリート擁壁に
替え補強土壁工を積極的に
活用し、土工量と法面保護工
を縮小すること等により、コス
トの縮減を図る。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内の森林
整備を図る必要があることか
ら、当林道を開設する以外に
代替案はない。

森
林
整
備
事
業

（
林
道
事
業

）
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木
屋
村
山
線

大
紀
町
・
南
伊
勢
町

②

【全体事業概要】
延長：10,086ｍ
橋梁：１橋

1,665

事業効果が早期に発現さ
れるよう、コスト縮減と環
境への配慮に努めなが
ら、事業の早期完成を目
指す。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H10

《工事完了》
〔安部池〕
堤体工 １箇所
洪水吐工  １箇所
取水施設工 １箇所

《費用対便益分析結果》
事業採択時：１.９８
現 時 点 ：１.９２
効果は若干低下しています
が、事業実施効果は発揮さ
れます。

-
 5

 -

《工事着手》
〔七郷池〕
堤体工 ２箇所
洪水吐工 １箇所
取水施設工 １箇所
〔管理用道路工〕
Ｌ=９４０m

《コスト縮減の可能性》
工法の検討により、１７百万
円の減、入札価格の低減に
より ８１.５百万円減、計９８.５
百万円のコスト縮減の予定で
す。

1,157 65.6%

《工事未着手》
〔観測施設工〕 １式

H23 25 100

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

（総括意見）
農業農村整備事業につ
いて、食の安全・安心を
産み出す農業の振興に
つながる事業を推進され
たい。

継
続

・担い手への農地の集約
等を含め、安全・安心な
農作物を、安定的に提供
していけるよう、より一層
営農部門と連携を深めな
がら、事業を実施していき
ます。
・生態系に配慮した事業
推進をおこない、環境へ
の負荷低減に一層努めま
す。

〜

・局部的に宅地化（0.4ha）があります
が、地域として農地から宅地への転用も
なく、事業計画時と周辺環境はほぼ同じ
状況です。 ・安心・安全、ある
いは、環境に対する住民の意識は高
まってきました。 ・農
作物などの価格は低下傾向です。

コスト縮減を加味し
ますと、現在７２％
の進捗となっており
ます。継続して環境
に配慮を行いながら
事業を実施し、ため
池として安定した農
業用水の確保と下
流域の安全を確保
します。事

業
採
択
後
一
定
期
間
を
経
過
し
た
時
点
で
継
続
中
の
事
業

【全体事業概要】
〔安部池〕
堤体工 １箇所
洪水吐工  １箇所
取水施設工 １箇所
〔七郷池〕
堤体工 ２箇所
洪水吐工 １箇所
取水施設工 １箇所
〔管理用道路工〕 Ｌ=９４０m
〔観測施設工〕 １式

1,182 66.3%

【事業目的】
本事業は、地震防災対策を
強化する必要があるため池
のうち、大規模な地震等の
発生に伴って決壊する恐れ
のあるため池の整備を行
い、下流に位置する農地、
農業用施設、公共施設、人
家等への被害を未然に防止
することを目的としていま
す。

防
災
ダ
ム
事
業

（
地
震
対
策
た
め
池
防
災
工
事

）
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安
部
・
七
郷
池
地
区

津
市



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H10

《工事完了》
〔排水機工〕
排水ポンプ
Φ1,000mm１台
Φ700mm1台
〔排水機場工〕 １箇所

《費用対便益分析結果》
事業採択時：１.０７
現 時 点 ：１.０５
効果は若干低下しています
が、事業実施効果は発揮さ
れます。

-
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 -

《工事未着手》
〔排水路工〕 L=９１２m
内訳
改修Ｌ=６０４m
新設Ｌ=３０８m

《コスト縮減の可能性》
入札価格の低減により ６９百
万円の減、詳細設計時の見
積もり再徴収による５７百万
円の減、計１２６百万円のコ
スト縮減の予定です。

866 73.4%

H22 29 96.5%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

（総括意見）
農業農村整備事業につ
いて、食の安全・安心を
産み出す農業の振興に
つながる事業を推進され
たい。

継
続

・担い手への農地の集約
等を含め、安全・安心な
農作物を、安定的に提供
していけるよう、より一層
営農部門と連携を深めな
がら、事業を実施していき
ます。

〜

・流域内では大きな変化は見られませ
んが、平成14年度ほ場整備事業櫛田地
区１０８haが完了しました。

コスト縮減を加味し
ますと、現在８６％
の進捗となっており
ます。湛水防除事
業の効果を発揮す
るよう、継続して事
業を実施します。

事
業
採
択
後
一
定
期
間
を
経
過
し
た
時
点
で
継
続
中
の
事
業

【全体事業概要】
〔排水機工〕
排水ポンプ Φ1,000mm１台
排水ポンプ Φ700mm1台
〔排水機場工〕 １箇所
〔排水路工〕 L=９１２m
内訳
改修Ｌ=６０４m
新設Ｌ=３０８m 895 74.1%

【事業目的】
本事業は、排水条件が悪化
した地域を対象に排水施設
の再整備を図る事業であり、
湛水被害の発生を未然に防
止し、農業生産の維持及び
農業経営の安定を図ること
を目的とします。
櫛田地区は櫛田川の水位
の上昇により、2箇所ある排
水樋管からの排水ができな
くなることによる、湛水被害
を防止するため、排水機の
設置と排水機への接続排水
路の改修、新設を行うもので
す。

湛
水
防
除
事
業
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櫛
田
地
区

松
阪
市



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H11
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5,540 29%

H24 300 89%

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、次
の点について、意見を付
するものである。
一、今後、道路事業の便
益計算にあたっては、該
当地域の人口や年齢構
成など、将来予測や地域
住民の実情を踏まえて行
うよう求めるものである。
一、道路規格の設定にあ
たっては、明確かつ客観
的な判断基準に基づき、
地域の実情を踏まえて行
うよう求めるものである。
特に、交通弱者に配慮し
た整備を進められたい。

7

道
路
事
業

一
般
県
道

四
日
市
鈴
鹿
線

（
鈴
鹿
橋
・
高
岡
跨
線
橋

）

鈴
鹿
市

②

【全体事業概要】
延長 ９２０ｍ
幅員 ６．５ｍ

（１５．５ｍ）

鈴鹿橋 ２４５ｍ
高岡跨線橋 ３９ｍ

【費用対便益分析】
Ｂ／Ｃ＝３．１

【コスト縮減】
・仮橋の橋桁と覆工板につい
ては、一部を他工事からの流
用を図り、全体工事費の縮減
に努める。
・橋桁に耐候性鋼材を使用
し、維持管理費の縮減に努
める。

橋梁工事の事業進
捗を図るとともに、
工事委託先である
国土交通省、ＪＲ東
海との調整に努め、
平成２４年度の供用
を目指して事業を推
進する。

〜【事業目的】
鈴鹿橋・高岡跨線橋を含め
た四日市鈴鹿線は、幹線道
路として重要度の高い路線
であり、耐震性の確保から
架け替えが急務である。
また、当区間は児童や学生
の通学路であり、朝夕を中
心に堤防道路交差部の渋滞
が激しいため、交通安全上、
危険な状況である。
これらのことから、早期に鈴
鹿橋・高岡跨線橋を架け替
え、交通の利便性等を確保
し、県民の安全で安心な生
活の確保を目指す。

5,840 33%

平成１１年度に事業着
手し、仮橋・仮設道路を
供用。
現在、鈴鹿橋の四日市
側の半分について、既
設橋撤去と橋脚を施工
中であり、次年度より高
岡跨線橋、鈴鹿橋下部
工（鈴鹿側）及び上部工
に順次、着手予定。

・全国各地で大規模な震災が発生し、
甚大な被害が多く発生していることか
ら、早期の震災対策の重要性が高く
なっている。
・団地開発に伴い、小・中学生が増加し
ており、安全な通学路の整備への期待
が高まっている。

【便益算定について】
国が行っている平成１７
年度の道路交通センサス
の調査結果を踏まえた全
国的な将来交通需要推
計においては、これまで
の推計よりも需要が少な
くなるとの報告があり、そ
れを基に各地区の将来交
通需要推計の作業が行
われていると聞いていま
す。今後の事業評価にお
ける便益算定において
は、社会経済情勢の変化
を踏まえた最新のデータ
と知見による便益算定に
努めます。

【道路規格について】
現在、国においては道路
構造令のあり方について
の検討が進められてお
り、道路構造令の運用面
及び規定面の両面におい
て改善策が議論されてい
る。今後の道路整備にあ
たっては、その道路の特
性に十分配慮して道路の
規格を決定し、県民に対
して分かりやすく説明でき
るよう努めます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H11
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7,230 71%

H27 270 16%

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、次
の点について、意見を付
するものである。
一、今後、道路事業の便
益計算にあたっては、該
当地域の人口や年齢構
成など、将来予測や地域
住民の実情を踏まえて行
うよう求めるものである。
一、道路規格の設定にあ
たっては、明確かつ客観
的な判断基準に基づき、
地域の実情を踏まえて行
うよう求めるものである。
特に、交通弱者に配慮し
た整備を進められたい。
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道
路
事
業

一
般
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１
６
３
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長
野
峠
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イ
パ
ス

伊
賀
市
・
津
市

②

【全体事業概要】
延長 ４，９００ｍ
幅員 ６．０ｍ

（７．５ｍ）

新長野トンネル１，９６６ｍ

【費用便益分析】
Ｂ／Ｃ＝１．２

【コスト縮減】
・ライフサイクルコストの観点
から、トンネル照明に新技術
を活用した器具に変更し、省
エネに努めた。
・道路線形の見直しを行い、
橋梁等の構造物削減の検討
を進める。

地元及び地権者
は事業に協力的で
あり、平成２７年度
の全線供用開始に
向け事業を推進す
る。

〜
【事業目的】

当該事業は、伊賀市上阿
波から津市美里町北長野間
を２車線のバイパスで整備
することにより、老朽化が著
しく幅員が狭小であったトン
ネル区間を解消するととも
に、幹線道路としての利便
性を向上させ、円滑で安全
な交通を確保する。これによ
り、伊賀市と津市の交流は
もとより、近畿圏と中部圏と
の交流、地域の経済、産業
等の振興に大きく寄与する。

7,500 69%

平成１１年度に事業着
手し、測量・設計等を進
め平成１６年度から用地
買収に着手。

新長野トンネルを含む
約２，４００ｍは、平成２
０年７月に供用を開始し
た。

平成１６年１１月１日に、上野市・伊賀
町・島ヶ原村・阿山町・大山田村・青山
町の６市町村が合併し、「伊賀市」が誕
生した。また、平成１８年１月１日には、
津市・久居市・河芸町・芸濃町・美里村・
安濃町・香良洲町・一志町・白山町・美
杉村の１０市町村が合併し、新「津市」と
なりました。

当バイパスは、新しい伊賀市・津市の
交流を支援する道路である。

【便益算定について】
国が行っている平成１７
年度の道路交通センサス
の調査結果を踏まえた全
国的な将来交通需要推
計においては、これまで
の推計よりも需要が少な
くなるとの報告があり、そ
れを基に各地区の将来交
通需要推計の作業が行
われていると聞いていま
す。今後の事業評価にお
ける便益算定において
は、社会経済情勢の変化
を踏まえた最新のデータ
と知見による便益算定に
努めます。

【道路規格について】
現在、国においては道路
構造令のあり方について
の検討が進められてお
り、道路構造令の運用面
及び規定面の両面におい
て改善策が議論されてい
る。今後の道路整備にあ
たっては、その道路の特
性に十分配慮して道路の
規格を決定し、県民に対
して分かりやすく説明でき
るよう努めます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H6

-
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7,039 84%

H25 661 93%

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。ただし、次
の点について、意見を付
するものである。
一、今後、道路事業の便
益計算にあたっては、該
当地域の人口や年齢構
成など、将来予測や地域
住民の実情を踏まえて行
うよう求めるものである。
一、道路規格の設定にあ
たっては、明確かつ客観
的な判断基準に基づき、
地域の実情を踏まえて行
うよう求めるものである。
特に、交通弱者に配慮し
た整備を進められたい。

9
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③

【全体事業概要】
延長 ５，０００ｍ
幅員 ６．５ｍ

（１２．０ｍ）

橋梁 ８橋

【費用便益分析】

Ｂ／Ｃ＝１．５

【コスト縮減】
・地域の実情にあった道路構
造を採用し、施工済み及び一
部工事着手区間を除いて、
歩道の幅員の見直し等を行
い、コスト縮減を図った。
・橋桁に耐候性鋼材を使用
し、維持管理費の縮減を図っ
た。

田引工区の残区
間L=800mについて
は、用地取得を完
了し、橋梁1基(片平
1号橋)を含め現在
整備中であり、平成
２２年３月の供用を
予定している。

地元及び地権者
は事業に協力的で
あり、平成２５年度
の全線供用開始に
向けて事業を推進
する。

〜
【事業目的】

当該事業により２車線のバ
イパスを整備することで、幅
員狭小・線形不良の区間を
解消するとともに、幹線道路
としての利便性を向上させ、
円滑で安全な交通を確保す
る。これにより、市内の交流
はもとより、関西圏との交
流、地域の経済、産業等の
振興に大きく寄与する。

また、緊急輸送道路とし
て、自然災害時等の緊急輸
送機能を確保する。

7,700 85%

平成６年度に事業着
手し、同年より用地買収
に着手した。

平成９年度より工事に
着手し、これまでに橋梁
５橋を含む、３，１１０ｍ
を供用している。

平成17年1月1日に、松阪市・嬉野町・
三雲町・飯南町・飯高町の５市町が合併
し、新「松阪市」が誕生した。

当バイパスは、新しい松阪市の西部
内陸地域と中南勢地方生活圏との交流
を支援する重要な路線である。

また、平成１６年３月には、直轄事業と
して、高見峠事業の１８．１kmが全区間
完成供用し、関西圏との更なる交流促
進も期待される重要な路線である。

【便益算定について】
国が行っている平成１７
年度の道路交通センサス
の調査結果を踏まえた全
国的な将来交通需要推
計においては、これまで
の推計よりも需要が少な
くなるとの報告があり、そ
れを基に各地区の将来交
通需要推計の作業が行
われていると聞いていま
す。今後の事業評価にお
ける便益算定において
は、社会経済情勢の変化
を踏まえた最新のデータ
と知見による便益算定に
努めます。

【道路規格について】
現在、国においては道路
構造令のあり方について
の検討が進められてお
り、道路構造令の運用面
及び規定面の両面におい
て改善策が議論されてい
る。今後の道路整備にあ
たっては、その道路の特
性に十分配慮して道路の
規格を決定し、県民に対
して分かりやすく説明でき
るよう努めます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S30

-
 1

0
 -

20,522 38.0%

H40 8,218 61.0%

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、内水排除に関連する
事業や海岸事業など、他
の主体による事業との連
携を密にし、事業推進を
図られたい。
一、河川事業において、
より一層周辺環境との調
和に配慮した事業を推進
されたい。

河
川
事
業
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厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

③

【全体事業概要】
全体事業費 28,740百万円
計画延長  L=19,860m
・築堤工    L=33,465m
・掘削工    V=3,760,000m3

・護岸工    L=54,600m
・橋梁     N=32橋
・樋門樋管 N=2基
・堰    N=15基
・用地補償  1式

28,740 45.0%

【事業目的】
木津川沿川の浸水被害防
止を目的に、河川の拡幅と
掘削、堤防嵩上げ、堰や橋
梁等の改修により流下能力
を確保し、治水安全度の向
上を図ります。

〜

【事業実施内容】
・築堤工  L=18,340m
・掘削工 V=1,620,500m3

・護岸工 L=13,398m
・橋梁   N=20橋
・樋門･樋管 N=1基
・堰 N=8基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工  L=15,125m
・掘削工 V=2,139,500m3

・護岸工 L=41,202m
・橋梁   N=12橋
・樋門･樋管 N=1基
・堰 N=7基
・用地補償 1式

（周辺環境の変化）
・河川周辺の状況は、河川沿いを南北
に走る国道や伊賀鉄道の駅周辺等を中
心に集落が形成され、平地部に広がる
耕作地では、主に稲作が営まれていま
す。
・平成１６年１１月に１市３町２村が合併
し伊賀市となりました。

①B/C=8.38
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸の材料、
工法の新技術の活用等によ
り、コスト縮減ができるよう検
討します。
その他、堰の統廃合につい
ても、より効率的な河川改修
となるよう検討します。
③代替案は現実的側面から
ありません。

内水排除事業等他の事
業との連携については、
特に内水対策が必要な
箇所において、関係機関
との連絡調整を密にし、
総合的な治水対策となる
様、さらなる取り組みを進
めていきます。

また、周辺環境との調
和に配慮した事業推進に
ついては、平成１３年に策
定した「自然に配慮した川
づくりの手引き」等に基づ
き、自然環境との調和に
取り組んでいるところです
が、今後の河川整備計画
の策定過程においても、
流域委員会や流域懇談
会での意見を通して、地
域の周辺環境により一層
配慮した事業の推進に努
めていきます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H15

-
 1

1
 -

5,407 7%

H44 5,949 1%

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、内水排除に関連する
事業や海岸事業など、他
の主体による事業との連
携を密にし、事業推進を
図られたい。
一、河川事業において、
より一層周辺環境との調
和に配慮した事業を推進
されたい。
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厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

③

【全体事業概要】
全体事業費 11,356百万円
計画延長
L=11,100m(安濃川)
L=6,300m(岩田川)
L=1,100m(三泗川)
・河道掘削 V=1,046,400m3
・築堤 L=21,620m
・護岸 L=3,364m
・橋梁 6橋
・用地補償費 1式 11,356 4%

【事業目的】
安濃川沿川の浸水被害防
止を目的とした、河床掘削、
護岸整備等の施工による河
川改修を行い、流下能力を
確保し治水安全度の向上を
図ります。

〜

【実施事業内容】
・護岸 L＝135m
・橋梁 2橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・河道掘削

V＝1,046,400m3
・築堤 L＝21,620m
・護岸 L＝3,229m
・橋梁 4橋
・用地補償 1式

（周辺環境の変化）
・下流部は県都津市の中心市街地が形
成されており、中・上流部は水田地帯と
なっています。
・近年では平成16年に大きな被害が発
生しています。
・平成18年1月に2市6町2村が合併し津
市が誕生しました。

①B/C＝37.13
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸の材料、
工法の新技術の活用等によ
り、コスト縮減ができるよう検
討します。
③代替案は現実的側面から
ありません。

内水排除事業等他の事
業との連携については、
特に内水対策が必要な
箇所において、関係機関
との連絡調整を密にし、
総合的な治水対策となる
様、さらなる取り組みを進
めていきます。

また、周辺環境との調
和に配慮した事業推進に
ついては、平成１３年に策
定した「自然に配慮した川
づくりの手引き」等に基づ
き、自然環境との調和に
取り組んでいるところです
が、今後の河川整備計画
の策定過程においても、
流域委員会や流域懇談
会での意見を通して、地
域の周辺環境により一層
配慮した事業の推進に努
めていきます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S24

-
 1

2
 -

14,155 42.9%

H46 3,231 39.0%

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、内水排除に関連する
事業や海岸事業など、他
の主体による事業との連
携を密にし、事業推進を
図られたい。
一、河川事業において、
より一層周辺環境との調
和に配慮した事業を推進
されたい。
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厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

③

【全体事業概要】
全体事業費 17,386百万円
計画延長 Ｌ＝13,210m
・築堤工  Ｌ＝21,400m
・掘削工  Ｖ＝412,000m3
・護岸工  Ｌ＝28,010m
・橋梁工 17橋
・樋門樋管 32基
・堰  9基
・用地補償費 1式

17,386 42.2%

【事業目的】
五十鈴川沿川の浸水被害

防止を目的に掘削工及び築
堤護岸工等の改修により流
下能力を確保し、治水安全
度の向上を図ります。

〜

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝17,480m
・掘削工
        Ｖ＝200,000m3
・護岸工 Ｌ＝24,130m
・橋梁工  15橋
・樋門樋管 25基
・堰  7基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝3,920m
・掘削工
        Ｖ＝212,000m3
・護岸工 Ｌ＝3,880m
・橋梁工  2橋
・樋門樋管 7基
・堰  2基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
・流域には、この地方の根幹をなす交通
網の拠点があり、この地域の社会・経
済・文化の基盤をなしています。
・上流には伊勢神宮があり、豊かな自然
環境が残り、神宮を中心として観光客が
多数訪れ、第６２回式年遷宮に向けて
の増加も期待されています。
・平成１７年１１月に１市２町１村の合併
により伊勢市となりました。

①B/C＝3.35
②現況施設（堤防・護岸）を
有効活用することにより、コ
スト縮減に努めます。
③代替案は現実的側面から
ありません

内水排除事業等他の事
業との連携については、
特に内水対策が必要な
箇所において、関係機関
との連絡調整を密にし、
総合的な治水対策となる
様、さらなる取り組みを進
めていきます。

また、周辺環境との調
和に配慮した事業推進に
ついては、平成１３年に策
定した「自然に配慮した川
づくりの手引き」等に基づ
き、自然環境との調和に
取り組んでいるところです
が、今後の河川整備計画
の策定過程においても、
流域委員会や流域懇談
会での意見を通して、地
域の周辺環境により一層
配慮した事業の推進に努
めていきます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S47

-
 1

3
 -

16,541 32.9%

H45 11,609 66.1%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
ただし、１３番について、
想定氾濫シミュレーション
を行う場合、マニュアルを
踏まえ、地域の特性なら
びに実状を考慮し、より精
緻な検討を行われたい。
（総括意見）
一、内水排除に関連する
事業や海岸事業など、他
の主体による事業との連
携を密にし、事業推進を
図られたい。
一、河川事業において、
より一層周辺環境との調
和に配慮した事業を推進
されたい。
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③

【全体事業概要】
全体事業費 28,150百万円
計画延長 L=6,407ｍ

（志登茂川）
L=1,463ｍ
（横川）

・築堤工 L=11,960m
・掘削工 V=692,560ｍ3
・護岸工 L=11,160ｍ
・樋門・樋管 3基
・橋梁 20橋
・用地補償費 １式

28,150 46.6%

【事業目的】
志登茂川沿川の浸水被害
防止を目的とした築堤工、河
床掘削、護岸工等の施工に
よる河川改修をおこない、流
下能力を確保し治水安全度
の向上を図ります。

継
続

想定氾濫シミュレーショ
ンについては、次回再評
価審査の費用対効果算
出時には、現地の地形状
況に即した地盤高が反映
できるメッシュが的確に採
用できるよう「治水経済マ
ニュアル」を踏まえながら
検討します。

内水排除事業等他の事
業との連携については、
特に内水対策が必要な
箇所において、関係機関
との連絡調整を密にし、
総合的な治水対策となる
様、さらなる取り組みを進
めていきます。

また、周辺環境との調
和に配慮した事業推進に
ついては、平成１３年に策
定した「自然に配慮した川
づくりの手引き」等に基づ
き、自然環境との調和に
取り組んでいるところです
が、今後の河川整備計画
の策定過程においても、
流域委員会や流域懇談
会での意見を通して、地
域の周辺環境により一層
配慮した事業の推進に努
めていきます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。

〜

【実施事業内容】
・築堤工 L=8,410m
・掘削工 V=88,557m3
・護岸工 L=9,963m
・樋門・樋管 2基
・橋梁 13橋

【以降事業内容】
・築堤工 L=3,550m
・掘削工 V=604,003m3
・護岸工 L=1,197m
・樋門・樋管 1基
・橋梁 7橋

(周辺環境の変化)
①中下流部は津市の市街地であり、近
鉄江戸橋駅を中心に市街地が形成され
ています。また、津市中心部に位置する
ことから流域内の土地利用の高度化が
見込まれています。
②近年では平成16年に大きな被害が発
生しています。
③平成18年1月に津市、久居市、安芸
郡河芸町、同郡安濃町、同郡美里村、
一志郡香良洲町、同郡白山町、同郡美
杉村の2市6町2村が合併し津市が誕生
しました。

B/C＝26.00
①氾濫解析手法の変更
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等してコスト縮減に努めま
す。また、護岸の材料、工法
の新技術の活用等により、コ
スト縮減ができるよう検討し
ます。
③『ダム案』はダムサイトとし
ての適地は上流域の山地と
なりますが、流域の大部分が
平地でダムの適地がありま
せん。
④『遊水地・調整池案』につ
いては新たに広大な用地を
取得することや、補償するこ
とは困難です。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S52

-
 1

4
 -

10,256 9%

H53 834 47%

①B/C＝1.74
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等してコスト縮減に努めま
す。また、護岸等の材料、工
法の新技術の活用等により、
コスト縮減ができるよう検討
します。建設機械の排出ガ
ス、騒音等の環境対策に努
めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、引き続
き、改修を進め、治
水安全度の向上を
図ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
ただし、事業期間が長期
に及ぶため、事業効果の
早期発現を図り、周辺住
民の安全・安心の確保に
つなげられたい。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

継
続

【実施事業内容】
・築堤工 L=904m
・掘削工 V=16,100m3
・護岸工 L=964m
・橋梁 1橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 L=3,806m
・掘削工 V=155,400m3
・護岸工 L=4,336m
・樋門・樋管 11基
・橋梁 14橋
・堰 2基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
・流域の上、中流部は水田が広がり、下
流部は住宅地となっています。また、上
流域には、紀南地域全体の集客力を高
めることを目的とした「紀南中核的交流
施設」の整備が進められています。
・河口部の七里御浜海岸は、平成16年7
月に熊野古道の「浜街道」として世界遺
産に登録されました。
・平成17年11月1日に熊野市、紀和町が
合併し熊野市が誕生しました。

熊
野
市
・
御
浜
町

③

11,090 12%

〜
【事業目的】
志原川及び産田川沿川の浸
水被害防止を目的とした築
堤工、河床掘削、護岸工等
の施工による河川改修を行
い、流下能力を確保し治水
安全度の向上を図る。

二
級
河
川
志
原
川

広
域
基
幹
河
川
改
修
事
業

【全体事業概要】
全体事業費 11,090百万円
計画延長 L=2,300ｍ

（志原川）
L=4,000ｍ
（産田川）

・築堤工 L=4,710m
・掘削工 V=171,500ｍ3
・護岸工 L=5,300ｍ
・樋門・樋管 11基
・橋梁          15橋
・堰 2基
・用地補償 １式

河
川
事
業

14

事業効果の早期発現に
ついては、県全体の河川
事業予算が厳しいなか、
限りある予算を有効かつ
効率的に執行する必要が
あり、整備の重点化を図
るなかで志原川について
も事業推進を図って行き
ます。また、万一の被害
を最小限に抑えるソフト対
策についても関係市町と
連携を図り、周辺住民の
安全・安心の確保に努め
ます。

内水排除事業等他の事
業との連携については、
特に内水対策が必要な
箇所において、関係機関
との連絡調整を密にし、
総合的な治水対策となる
様、さらなる取り組みを進
めていきます。

また、周辺環境との調
和に配慮した事業推進に
ついては、平成１３年に策
定した「自然に配慮した川
づくりの手引き」等に基づ
き、自然環境との調和に
取り組んでいるところです
が、今後の河川整備計画
の策定過程においても、
流域委員会や流域懇談
会での意見を通して、地
域の周辺環境により一層
配慮した事業の推進に努
めていきます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S54

-
 1

5
 -

5,401 81.4%

H35 720 94.9%

河
川
事
業

15

一
級
河
川
大
内
山
川

広
域
基
幹
河
川
改
修
事
業

大
紀
町

③

【全体事業概要】
全体事業費  6,121百万円
計画延長 Ｌ＝22,700m
・築堤工  Ｌ＝7,065m
・掘削工
         Ｖ＝1,111,800m3
・護岸工  Ｌ＝16,007m
・橋梁工  10橋
・堰  1基
・用地補償 1式

6,121 82.9%

【事業目的】
大内山川沿川の浸水被害

防止を目的に掘削工及び築
堤護岸工等の改修により流
下能力を確保し、治水安全
度の向上を図ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、内水排除に関連する
事業や海岸事業など、他
の主体による事業との連
携を密にし、事業推進を
図られたい。
一、河川事業において、
より一層周辺環境との調
和に配慮した事業を推進
されたい。

継
続

内水排除事業等他の事
業との連携については、
特に内水対策が必要な
箇所において、関係機関
との連絡調整を密にし、
総合的な治水対策となる
様、さらなる取り組みを進
めていきます。

また、周辺環境との調
和に配慮した事業推進に
ついては、平成１３年に策
定した「自然に配慮した川
づくりの手引き」等に基づ
き、自然環境との調和に
取り組んでいるところです
が、今後の河川整備計画
の策定過程においても、
流域委員会や流域懇談
会での意見を通して、地
域の周辺環境により一層
配慮した事業の推進に努
めていきます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。

～

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝4,960m
・掘削工
        Ｖ＝301,423m3
・護岸工 Ｌ＝11,700m
・橋梁工  6橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝2,105m
・掘削工
        Ｖ＝810,377m3
・護岸工 Ｌ＝4,307m
・橋梁工  4橋
・堰  1基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
・紀勢自動車道は、平成20年度末に大
宮大台ＩＣから紀勢ＩＣまでが開通の予定
です。
・近年では、平成１６年に大きな被害が
発生しています。
・平成１７年２月に２町１村の合併により
大紀町となりました

①B/C＝2.67
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう検討
します。
③代替案は現実的側面から
ありません

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S63

-
 1

6
 -

8,640 74.9%

H30 810 26.1%

河
川
事
業

16

二
級
河
川
堀
切
川

高
潮
対
策
事
業

鈴
鹿
市

③

【全体事業概要】
全体事業費 9,450百万円
計画延長
L=1,500m(堀切川）
L=700m（釜屋川）
・築堤工 L=520m
・掘削工 V=7,400m3
・護岸工 L=4,060m
・橋梁 7橋
・水門・排水機場2基
・用地補償1式 9,450 70.7%

【事業目的】
水門の建設、堤防嵩上げを
行うとともに排水機場を建設
することにより、高潮による
堤内地への溢水被害を防ぐ
ことを目的としています。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
ただし、１６番について、
地域住民の意見を反映
する仕組みを構築し、周
辺環境に配慮した事業を
推進されたい。
（総括意見）
一、内水排除に関連する
事業や海岸事業など、他
の主体による事業との連
携を密にし、事業推進を
図られたい。
一、河川事業において、
より一層周辺環境との調
和に配慮した事業を推進
されたい。

継
続

地域住民の意見を反映
する仕組みの構築につい
ては、今後策定する予定
の堀切川河川整備計画
の策定過程において、流
域懇談会を開催する等に
より地域住民の意見を反
映できるよう努めます。。

内水排除事業等他の事
業との連携については、
特に内水対策が必要な
箇所において、関係機関
との連絡調整を密にし、
総合的な治水対策となる
様、さらなる取り組みを進
めていきます。

また、周辺環境との調
和に配慮した事業推進に
ついては、平成１３年に策
定した「自然に配慮した川
づくりの手引き」等に基づ
き、自然環境との調和に
取り組んでいるところです
が、今後の河川整備計画
の策定過程においても、
流域委員会や流域懇談
会での意見を通して、地
域の周辺環境により一層
配慮した事業の推進に努
めていきます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。

〜

【実施事業内容】
・護岸工 L＝435m
・水門・排水機場 2基

【以降事業内容】
・築堤工 L＝520m
・掘削工 V＝7,400m3
・護岸工 L＝3,625m
・橋梁 7橋
・用地補償 1式

堀切川及び釜屋川の両岸には市街地
が広がっており、浸水区域内の資産は
増加傾向にあります。

①B/C＝20.06
②護岸の材料・工法等にお
ける新技術の積極的な採
用、建設発生土の工事間流
用の促進等によりコスト縮減
に努めていきます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S56

-
 1

7
 -

4,325 89.4%

H23 803 100.0%

〜
【事業目的】

大堀川沿川の浸水被害防
止を目的に掘削工及び築
堤・護岸工等の改修により
流下能力を確保し、治水安
全度の向上を図る。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

継
続

③

【全体事業概要】
全体事業費 5,128百万円
計画延長 Ｌ＝3,540m
・築堤工  Ｌ＝6,000m
・掘削工  Ｖ＝107,000m3
・護岸工  Ｌ＝6,000m
・橋梁工   2橋
・水門         1基
・樋門樋管  12基
・用地補償   1式

5,128

維持管理の担い手とな
りうる住民参画の推進に
ついては、地域住民のボ
ランティア意識の高まりに
より、「草刈り作業の自治
会等への業務委託制度」
や「道路・河川・海岸美化
ボランティア活動助成事
業」へのさらなる参加を呼
びかけながら、今後も県
ホームページや広報誌等
への掲載を行う等広く啓
発活動を積極的に行い、
住民参画を一層推進し、
適切な維持管理に努めま
す。

また、コスト縮減の推進
については、効率的・効
果的な事業実施に努めな
がら、事業の早期効果を
発現するため、より一層
のコスト縮減を図り、具体
的な成果を示せるように
努めます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。

91.0%

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝2,090m
・掘削工
        Ｖ＝80,200m3
・護岸工 Ｌ＝5,490m
・橋梁工   2橋
・水門  1基
・樋門樋管  12基
・用地補償   1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝3,910m
・掘削工
        Ｖ＝26,800m3
・護岸工 Ｌ＝ 510m

(周辺環境の変化)
・上流は水田を中心とした農耕地が拡
がっており、下流は市街地となっていま
す。
・平成１７年１１月に１市２町１村の合併
により伊勢市となりました。

①B/C＝22.36
②掘削発生土を築堤工に有
効利用することによりコスト
縮減に努めます、また、建設
機械の排出ガス、騒音等の
環境対策に努めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S58

-
 1

8
 -

1,780 30.3%

H35 545 49.2%

維持管理の担い手とな
りうる住民参画の推進に
ついては、地域住民のボ
ランティア意識の高まりに
より、「草刈り作業の自治
会等への業務委託制度」
や「道路・河川・海岸美化
ボランティア活動助成事
業」へのさらなる参加を呼
びかけながら、今後も県
ホームページや広報誌等
への掲載を行う等広く啓
発活動を積極的に行い、
住民参画を一層推進し、
適切な維持管理に努めま
す。

また、コスト縮減の推進
については、効率的・効
果的な事業実施に努めな
がら、事業の早期効果を
発現するため、より一層
のコスト縮減を図り、具体
的な成果を示せるように
努めます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。

継
続

(周辺環境の変化)
・事業区間左岸上流、左右岸下流で
は、市街地が形成されており、周辺は水
田地帯が拡がっています。
・平成１７年１１月に１市２町１村の合併
により伊勢市となりました。

河
川
事
業
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③

【全体事業概要】
全体事業費  2,325百万円
計画延長 Ｌ＝3,270m
・築堤工  Ｌ＝1,714m
・掘削工
         Ｖ＝198,710m3
・護岸工  Ｌ＝1,714m
・橋梁工    3橋
・樋門・樋管 6基
・用地補償   1式

〜
【事業目的】

外城田沿川の浸水被害防
止を目的に築堤・護岸工等
の改修により流下能力を確
保し、治水安全度の向上を
図る。

①B/C＝34.43
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう検討
します。建設機械の排出ガ
ス、騒音等の環境対策に努
めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

2,325 34.7%

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝400m
・掘削工
        Ｖ＝28,080m3
・護岸工 Ｌ＝345m
・橋梁工  1橋
・樋門・樋管 2基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝1,314m
・掘削工
        Ｖ＝170,630m3
・護岸工 Ｌ＝1,369m
・橋梁工  2橋
・樋門・樋管 4基
・用地補償 1式



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H6

-
 1

9
 -

3,577 28.8%

H40 1,546 71.0%

〜
【事業目的】

桧尻川沿川の浸水被害防
止を目的に築堤・護岸工等
の改修により流下能力を確
保し、治水安全度の向上を
図る。

41.5%

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

継
続

維持管理の担い手とな
りうる住民参画の推進に
ついては、地域住民のボ
ランティア意識の高まりに
より、「草刈り作業の自治
会等への業務委託制度」
や「道路・河川・海岸美化
ボランティア活動助成事
業」へのさらなる参加を呼
びかけながら、今後も県
ホームページや広報誌等
への掲載を行う等広く啓
発活動を積極的に行い、
住民参画を一層推進し、
適切な維持管理に努めま
す。

また、コスト縮減の推進
については、効率的・効
果的な事業実施に努めな
がら、事業の早期効果を
発現するため、より一層
のコスト縮減を図り、具体
的な成果を示せるように
努めます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。

河
川
事
業
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③

【全体事業概要】
全体事業費  5,123百万円
計画延長 Ｌ＝1,660m
・築堤工  Ｌ＝160m
・掘削工
         Ｖ＝84,000m3
・護岸工  Ｌ＝3,326m
・橋梁工    7橋
・用地補償 1式

【実施事業内容】
・護岸工 Ｌ＝982m
・橋梁工  3橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝160m
・掘削工
        Ｖ＝84,000m3
・護岸工 Ｌ＝2,344m
・橋梁工  4橋
・用地補償  1式

(周辺環境の変化)
・桧尻川の沿川は住宅が集中し、隣接
の工場跡地に大型商業店舗が進出す
るとともに、災害医療拠点である山田赤
十字病院の建設が計画されています。
・平成１７年１１月に１市２町１村の合併
により伊勢市となりました。

5,123

①B/C＝7.99
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう検討
します。建設機械の排出ガ
ス、騒音等の環境対策に努
めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H11

-
 2

0
 -

1,755 26.9%

H35 650 82.4%

維持管理の担い手とな
りうる住民参画の推進に
ついては、地域住民のボ
ランティア意識の高まりに
より、「草刈り作業の自治
会等への業務委託制度」
や「道路・河川・海岸美化
ボランティア活動助成事
業」へのさらなる参加を呼
びかけながら、今後も県
ホームページや広報誌等
への掲載を行う等広く啓
発活動を積極的に行い、
住民参画を一層推進し、
適切な維持管理に努めま
す。

また、コスト縮減の推進
については、効率的・効
果的な事業実施に努めな
がら、事業の早期効果を
発現するため、より一層
のコスト縮減を図り、具体
的な成果を示せるように
努めます。

以上の事項をふまえ、
平成１８年１２月に策定し
ました中長期計画である
「三重県河川整備戦略」
に基づきソフト・ハードに
わたり、効率的、効果的
に河川整備を進めていき
ます。

〜
【事業目的】
椋川の浸水被害防止を目的
に、河川の拡幅、築堤、堰や
橋梁の改修等により流下能
力を確保し、治水安全度の
向上を図ります。

①B/C＝2.90
②掘削等による発生土を有
効利用し、また、護岸の材
料、工法の新技術の活用に
より、コスト縮減ができるよう
に検討します。建設機械の排
出ガス、騒音等の環境対策
に努めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

継
続

2,405 41.9%

【実施事業内容】
・築堤工 L＝1,130m
・掘削工 V＝1,600m3
・護岸工 L＝280m
・樋門・樋管 1基
・堰 2基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 L＝7,470m
・掘削工 V＝71,600m3
・護岸工 L＝4,320m
・橋梁工 6橋
・堰 1基
・用地補償 １式

(周辺環境の変化)
・椋川流域では、上流域に大規模な工
場が整備されており、周辺の人口も増
加傾向にあります。
・平成17年１月１１日に亀山市と関市が
合併し、新「亀山市」が誕生しました。

河
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②

【全体事業概要】
全体事業費 2,405百万円
計画延長 L=4,310m
・築堤工 L=8,600m
・掘削工 V=73,200m3
・護岸工 L=4,600m
・樋門・樋管 １基
・橋梁 6橋
・堰 3基
・用地補償 1式



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S62

-
 2

1
 -

7,754 81.8%

H31 － －

継
続

防災上必要な事業であ
り、事業継続の妥当性が
認められたことから事業
継続を了承する。
ただし、七里御浜におけ
る土砂動態解析モデル
と、熊野川から供給され
る土砂量の増加手法の
構築および熊野川流砂系
に係る関係機関との調整
を引き続き行うこと。ま
た、当委員会に対して報
告された事業方針につい
ては、速やかに実施する
こと。
さらに、今後事業説明に
おいては、総合行政の観
点から津波に対する防災
対策を含めて行うととも
に、海岸の費用対効果に
おいては、浸水防止など
便益の内訳についても説
明及び資料の提出を求め
る。

【整備済み内容】

人工リーフ：3.6基
(L=714m)

【次年度以降の内容】

人工リーフ：1.4基
(L=286m)

【社会的状況の変化】

当地区は、21世紀に残すべき日本の
美しい浜辺として「日本の渚百選」
にも選ばれた七里御浜海岸の中央部
に位置しています。しかし、近年の
海岸侵食により、豊かな自然環境も
失いつつあるだけでなく、沿岸部の
安全度も年々低下しています。ま
た、昨今の地球温暖化に伴う台風の
大型化などにより、各地に甚大な被
害をもたらしていることから、当地
区における人工リーフの必要性及び
その整備促進を求める気運はより一
層高まっています。
また、当海岸を含む七里御浜海岸は
平成16年7月に熊野古道の「浜街道」
として世界遺産に登録され、文化財
保護の観点からも、豊かな海浜の保
全が必要となっています。

【費用対効果分析】

B/C＝1.81

【コスト縮減】

当海岸は汀線付近から沖合
にかけて水深が急激に深く
なっていることから、通常採
用している単断面の人工リー
フとした場合には断面が大き
くなって不経済となります。こ
のため、複断面の人工リーフ
を採用し、必要となる被覆ブ
ロックや捨石量を極力抑える
ことで、コスト縮減を図ってい
ます。

【代替案】

当海岸は吉野熊野国立公園
内にあることから、自然景観
に配慮した整備を行う必要が
あり、海面上に突出した離岸
堤のような人工構造物を築
造することは好ましくありませ
ん。海浜を安定させるため、
沖合で来襲波浪を減衰させ
る工法で海面上に施設が現
れないものとしては、人工
リーフしかないのが実状で
す。現時点においては、当計
画が妥当であると判断してい
ます。

【今後の見通し】

近年の財政状況が
厳しい中において
も、早期完成を目指
し当地区について
は重点的に投資を
行い、事業を推進し
てきました。今後も
依然として厳しい財
政事情は続きます
が、平成31年度の
完成を目指して引き
続き事業を推進して
いきます。

③

【全体事業概要】

人工リーフ：5基(L=1,000ｍ)

7,754 81.8%

【目的】

御浜地区海岸は、太平洋の
荒波が直接来襲するため日
常においても波浪が激しく、
過去に伊勢湾台風、第２室
戸台風等により背後地の道
路、人家が甚大な被害を受
けてきました。また、近年、
全国的に問題となっている
海岸侵食を受け、浜幅が減
少化の傾向にあります。この
ため海浜による自然の消波
機能が失われることにより、
海岸背後地の安全度は
年々低くなっている状況で
す。そのため、来襲波浪を強
制的に減衰させ、侵食化傾
向にある海浜を安定させる
目的で、景観面にも配慮し
た人工リーフの整備を推進
しています。

〜海
岸
事
業

24

御
浜
地
区
海
岸

御
浜
町

熊野川流域の土地利用
の変化、上流ダム群によ
る土砂流出の変化等によ
り、河川への土砂供給量
が減少していることから、
七里御浜海岸の侵食対
策については、熊野川流
域全体で取り組む必要が
あります。
国などの関係機関と連携
を図りながら、サンドバイ
パスやサンドリサイクルな
ど実施していますが、さら
に総合的な土砂管理につ
いて、関係機関に働きか
けていきます。

また、事業評価を行う
際には、高潮対策事業と
しての効果だけでなく、津
波に対する防護効果を含
めての説明を行うととも
に、費用対効果について
も、便益の内訳について
資料を提出いたします。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H3

-
 2

2
 -

16,142 70.0%

H36 － －

継
続

防災上必要な事業であ
り、事業継続の妥当性が
認められたことから事業
継続を了承する。
ただし、七里御浜におけ
る土砂動態解析モデル
と、熊野川から供給され
る土砂量の増加手法の
構築および熊野川流砂系
に係る関係機関との調整
を引き続き行うこと。ま
た、当委員会に対して報
告された事業方針につい
ては、速やかに実施する
こと。
さらに、今後事業説明に
おいては、総合行政の観
点から津波に対する防災
対策を含めて行うととも
に、海岸の費用対効果に
おいては、浸水防止など
便益の内訳についても説
明及び資料の提出を求め
る。

【整備済み内容】

人工リーフ；10基
(1,896ｍ)

堤脚保護工；6基

【次年度以降の内容】

人工リーフ；4基
(800ｍ)

堤脚保護工；２基

【社会的状況の変化】

当地区は、「日本の白砂青松百
選」などに選ばれた七里御浜海岸の
南部に位置しています。しかし、近
年は海岸の侵食が著しく、豊かな自
然環境も失いつつあるだけでなく、
沿岸部の安全度も年々低下していま
す。また、昨今の地球温暖化に伴う
台風の大型化などにより、各地に甚
大な被害をもたらしていることか
ら、整備促進を求める気運はより一
層高まっています。
また、当海岸を含む七里御浜海岸

は平成16年7月に熊野古道の「浜街
道」として世界遺産に登録され、文
化財保護の観点からも、豊かな海浜
の保全が必要となっています。
当海岸は自然環境も豊かでウミガメ
が上陸し産卵する海浜でもあること
から、紀宝町では昭和63年に日本で
初めてウミガメ保護条例を制定し、
ウミガメの保護に努めています。

【費用対効果分析】

B/C＝1.66

【コスト縮減】
当海岸は事業区間が広範

囲にわたり、海浜幅や海底地
形も一様でないことから、同
一断面での計画では非常に
不経済となってしまいます。
このため、設計段階において
人工リーフごとに詳細な検討
を行い、最も経済的になるよ
うな断面計画とすることでコ
スト縮減を図っています。

【代替案】
当海岸は吉野熊野国立公

園内にあることから、自然景
観に配慮した整備を行う必要
があり、海面上に突出した離
岸堤のような構造物を築造
することは好ましくありませ
ん。海浜を安定させるため、
沖合で来襲波浪を減衰させ
る工法で海面上に施設が現
れないものとしては、人工
リーフしかないのが実状で
す。現時点においては、当計
画が妥当であると判断してい
ます。

【今後の見通し】

近年の財政状況
が厳しい中において
も、早期完成を目指
し当地区について
は重点的に投資を
行い、事業を推進し
てきました。今後も
依然として厳しい財
政事情は続きます
が、平成36年度の
完成を目指して引き
続き事業を推進して
いきます。

③

【全体事業概要】

人工リーフ：14基
(2,696ｍ)

堤脚保護工：8基

16,142 70.0%

【目的】

井田地区海岸は、海岸侵
食が著しく、往時には２００ｍ
以上あった浜幅が現在では
ほぼ消失している箇所も見
られます。また、過去に幾度
となく災害を受けており、背
後地は人家が連担している
地域であることから、沿岸部
の一刻も早い安全度の向上
が望まれています。

そのため、来襲波浪を減
衰させ、侵食化傾向にある
海浜を安定させる目的で、
景観面にも配慮した人工
リーフの整備を実施していま
す。

〜

海
岸
事
業
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井
田
地
区
海
岸

紀
宝
町

熊野川流域の土地利用
の変化、上流ダム群によ
る土砂流出の変化等によ
り、河川への土砂供給量
が減少していることから、
七里御浜海岸の侵食対
策については、熊野川流
域全体で取り組む必要が
あります。
国などの関係機関と連携
を図りながら、サンドバイ
パスやサンドリサイクルな
ど実施していますが、さら
に総合的な土砂管理につ
いて、関係機関に働きか
けていきます。

また、事業評価を行う
際には、高潮対策事業と
しての効果だけでなく、津
波に対する防護効果を含
めての説明を行うととも
に、費用対効果について
も、便益の内訳について
資料を提出いたします。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H6

費用対便益分析結果
総事業費（割引後）16,490
総便益額（割引後）19,500
費用対便益費 1.18

-
 2

3
 -

12,582 86.1%

H21 89 100%

継
続

平成6年度より事業を開
始しており、平成20年度
の進捗状況は90％であ
り、鳥羽市では現在の第
三セクターによるターミナ
ルから新ターミナルへの
移行を予定しているた
め、事業の継続と早期完
了を目指す。

〜

コスト縮減の可能性
整備済みの施設について
は、ライフサイクルコストを踏
まえた維持管理計画に基づ
き管理していくことで経費削
減を図る。
残事業の浮桟橋について
は、発注ロット等の工夫を行
いコスト縮減に努め、臨港道
路についても、市営ターミナ
ルとの工程調整等を適切に
行い、可能な限りコストの縮
減を行う。

代替案の可能性
鳥羽港佐田浜地区は、JR、
近鉄鳥羽駅前に位置し、大
型の公共駐車場が隣接して
いるという立地条件の良さか
ら、他の地区で代替する事が
困難であり、現計画のまま整
備を進めることが妥当である
と判断した。

外郭施設（防波堤）につ
いては、平成20年度に
ほぼ整備が完了し、平
成20年度～平成21年度
債務工事にて、浮桟橋5
基と防波堤L=20ｍを施
工、平成21年度単年度
工事にて臨港道路を施
工する計画である。
なお、旅客ターミナルは
鳥羽市の事業である。

鳥羽市は、古くからの港町であり、かつ
ては多くの観光施設を有する観光都市
として賑わいを見せていたが、近年は不
況の影響を受け観光客の入込みも減少
が続いた。しかしながら、ここ数年は国
内旅行の人気と相まって、平成18年か
ら再び増加に転じていいる。また、日本
全体の海外からの観光客数が増えてい
ることもあり、海外からの観光客も多く
見られるようになって来た。当事業が観
光による鳥羽市再生の核となるよう努
力していきたい。

平成21年度完了の
予定である。

他の公共事業と連携
し、計画的に事業を進め
るべきであったが、来年
度、事業完了予定である
ことから事業継続を了承
する。ただし、次の点につ
いて、意見を付するもの
である。
一、幅広い県民の利用を
想定する公共施設である
ため、特に高齢者など要
援護者に対する施設の利
便性向上となるよう一層
の効果発現に努めるよう
求める。
一、港湾事業の計画策定
にあたっては、過大な投
資とならないよう、海岸事
業などの他事業や他主体
と連携し、整合を図るよう
求める。
一、既存の施設を再利用
する場合には、ライフサイ
クルコスト低減の観点か
ら、維持管理計画の策定
などストックマネジメントを
構築するよう求める。

③

【全体事業概要】
防波堤L＝310m
浮桟橋N=7基
臨港道路L=200ｍ
港湾緑地A＝7,317㎡
鳥羽市旅客ターミナル１棟

12,671 86.2%

【事業目的】
鳥羽港（佐田浜地区）の船
舶の輻輳や、旅客設備の老
朽化に対応するため。

港
湾
事
業

26

鳥
羽
港

佐
田
浜
地
区

鳥
羽
市



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H6

-
 2

4
 -

2,456 92.8%

H22 1,799 99.8%

継
続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
ただし、事業効果の早期
発現のため、関連する事
業との連携を密に事業推
進に努められたい。

街
路
事
業
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③

【全体事業概要】

・全体延長 L＝753ｍ
・幅員 W＝14.5～25.5ｍ
・主要構造物

ＪＲ高架橋 L＝369.75ｍ
高架ｱﾌﾟﾛｰﾁ部

L=253.25m

4,255 95.8%

〜

【事業目的】
当該事業により、伊勢市市

街地部において、一般国道
23号と県道鳥羽松阪線を結
ぶ新たな幹線「伊勢南北幹
線道路」を整備する。鉄道と
の交差を立体化することで、
踏切を中心とした混雑を解
消するとともに伊勢市北部
方面から伊勢市中心部への
新たな道路ネットワークを形
成する。

JR高架橋 L=369.75m
平成20年度概成

平成25年に迎える第62回式年遷宮へ
のさらなる観光客誘致に県市一体と
なって積極的に取り組みを進めており、
当事業による市中心部へのアクセス機
能の向上は、観光都市としての魅力を
向上させ、地域の活性化に寄与するも
のと期待されます。

【費用対便益分析】

B/C=3.2

【コスト縮減】

コスト縮減の観点から盛土
材料、路盤材料等に流用材、
再生材を採用しています。

平成22年度の事
業完成を目指して
事業を推進する。

関連する道路事業と連携
を図り、平成２５年の御遷
宮までに全区間供用する
ことを目指し、事業推進し
ていきます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S58

-
 2

5
 -

7,560 91%

H32 9,150 83%
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③

【全体事業概要】

全体面積 98.1ha
ﾃﾆｽｺｰﾄ16面、野球場1面
ｻﾌﾞｸﾞﾗﾝﾄﾞ1面
芝生広場6.7ha
水のﾌﾟﾗｻﾞ0.9ha
駐車場2箇所
里山保全ｴﾘｱ
健康運動ｴﾘｱ
自然探検ｴﾘｱ
自然学習ｴﾘｱ
多目的広場2.5ha
園路2.2km
調整池3基
用地買収面積 98.1ha

16,710 86%

【目的】

計画地に残る自然を活か
し、地域の歴史、文化、自然
を紹介するとともに郷土の風
景を後世に伝えることをテー
マとし、良好な自然環境の
保全を図ると同時に、多様
なレクリエーション活動、健
康の増進、自然とのふれあ
いの場の提供を目的として
整備を進めています。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

（総括意見）
市町別利用者数の的確
な調査と継続的な周辺の
環境調査に基づき、適切
な事業を推進されたい。

継
続

市町別利用者数の実態
調査については、指定管
理者の協力のもと、公園
利用者にアンケート調査
を行い、より正確な実態
を把握していきます。
また、周辺の環境調査に
ついては、今後、年４回、
公園内溜池２箇所で水質
調査を実施し、事業を適
切に推進していきます。

〜

【供用面積】

平成5年度 12.2ha
（ﾃﾆｽｺｰﾄ12面、野球場1
面）
平成6年度 5.9ha
（芝生広場）
平成9年度 1.7ha
（水のﾌﾟﾗｻﾞ、芝生広場）

平成19年度末計
19.8ha

北勢中央公園の誘致圏である北勢地域
の人口は、事業着手時及び前回再評価
時に比べ増加傾向にあります。
また、地方自治法の改正により、公の施
設の管理に関して、管理委託制度が廃
止され指定管理者制度が導入されまし
た。北勢中央公園においても指定管理
者制度を導入し、公園利用者へのサー
ビスの向上及び管理経費のコスト縮減
を図っています。

【費用対便益分析】

B/C=1.26

【コスト縮減】

既存の管理事務所を活用す
ることにより中央管理棟建設
について凍結します。
また、平成20年度から指定管
理者制度を導入し、管理運
営面のコスト縮減を図ってい
ます。

【代替案】

本計画は、公園利用者、地
元住民、学識経験者等から
なる基本計画策定委員会に
おいて策定しており、公園
利用者や地域住民のニーズ
及び社会情勢に即したものと
なっています。
現在の事業進捗や用地取得
の状況から判断しても、この
代替案は考えられず、現計
画で進めることが妥当である
と判断しています。

平成20年度末に北
側園路、東ｴﾝﾄﾗﾝ
ｽ、東駐車場9.7ha、
平成21年度末に北
駐車場、多目的広
場、里山保全ｴﾘｱ
7.1haの供用を予定
しています。
今後は、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ｻ
ﾌﾞｸﾞﾗﾝﾄﾞ、園路等の
整備を行い、平成32
年度の完了を予定
しています。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H5

-
 2

6
 -

80,189 53.6%

H29 3,308 49.3%

環
境
衛
生
施
設
整
備
事
業

29

北
中
勢
水
道
用
水
供
給
事
業

桑
名
市
・
四
日
市
市
・
鈴
鹿
市
・
木
曽
岬
町
・
川
越
町
・
朝
日
町
・
菰
野
町
・
津
市
・
松
阪
市

③

【全体事業概要】
長良川取水所、導水ポンプ
所、播磨浄水場増設、山村
浄水場築造、大里浄水場築
造、導水ポンプ所築造、導
水管路布設L=90.7km、送水
管路布設L=75.3km、導水ポ
ンプ所築造、調整池築造、
加圧ポンプ所築造

96,088 52.4%

【事業目的】
北中勢水道用水供給事業
は、三重県北勢地域の３市
４町を対象に、一日最大給
水量131,300ｍ3を、中勢地
域の２市を対象に、一日最
大給水量81,416ｍ3の供給
を行ってきました。これら受
水市町において、さらなる将
来の水需要を市町単独での
水源開発で賄うことは困難
であるとして、新規受水の申
し込みがあったため、長良
川河口堰を水源として北勢
系（亀山市を加えた４市４
町）に一日最大給水量
47,600ｍ3を、中勢系に一日
最大給水量83,584ｍ3を給
水することがこの事業の目
的です。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
ただし、経済的な効果を
発現するよう今後の事業
推進に努められたい。

継
続

今後とも経営改善を行
い、より効率的な事業運
営とするため、市町や民
間事業者と協働し、地域
の特性に応じた「安全・安
心・安定」供給に取り組み
ます。

○拡張事業の建設につ
いては、目標年度の給水
に向け計画的・効率的な
整備を推進します。
○工事の施工にあたって
は、常にコスト縮減を意識
した取組を行っていきま
す。
○市町に対して積極的に
経営情報を提供し、理解
と協力のもと経営を行い
ます。
○民間活力の積極的な
導入により経営の効率化
を図るとともに、官民が一
体となって事業の持続可
能性を高めるため、平成
２４年度から浄水場等に
おける技術管理業務委託
の包括的な民間委託の
導入に向け準備を進めま
す。

〜

【事業実施内容】
（北勢系）H10～
播磨浄水場拡張
（18,000m3/日）１式
潤田送水ポンプ所 １式
野々田調整池 １式
送水管Φ２００～Φ７００
（Ｌ＝５４．３ｋｍ）
（中勢系】）H5～H9
導水管Φ９００～１１００
（Ｌ＝５５．９ｋｍ）
大里浄水場（58,800m3/
日）１式
芸濃送水ポンプ所 １式
安濃調整池 １式
送水管Φ７５～Φ９００
（Ｌ＝６３．６ｋｍ）

【以降実施内容】
（北勢系）
送水管Φ５００～７００
（Ｌ＝１０．９ｋｍ）
（北勢系・中勢系共通）
取水口・導水ポンプ所
１式
導水管Φ１１００（Ｌ＝３．
３ｋｍ）

水需要への影響要因の動向
①人口の動向
給水対象市町の人口は現在微増傾向
にありますが、近い将来に減少局面へ
転ずると予測されます。
②水需要の動向
給水対象市町の水需要（一日最大給水
量）は、節水型機器の普及、水使用行
動の変化を受けて近年では横ばいから
微減傾向にあります。
人口増加の鈍化及び生活形態の変化
（節水型社会への移行）に伴い水需要
は当初計画を大きく下回ることが予測さ
れます。しかし、市町の自己水源の大
半を占める地下水の減衰に対する代替
水源の確保や、渇水時・地震等災害時
における安定給水の必要性は変化する
ことなく、水源の多重化が求められてい
ます。

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝811.8億円／1,270.2
億円＝6.39

【コスト縮減】
前回再評価時には道路建設
工事との同調施工による工
事費の縮減等、約１３億の縮
減を行いました。
今回は事業の縮小に伴い、
事業費が約１６８億円の縮小
となっています。
残事業についても新技術の
採用や施工方法の見直しを
行うほか、質を維持しつつ経
済性を追求した入札契約制
度を検討するなど、コストの
縮減を念頭においた円滑な
事業の推進を図っていきたい
と考えています。

【代替案の可能性】
①水源の見直し
水源は既に確保されており、
長良川河口堰以外に安定し
た水源が存在しないことか
ら、水源の見直しは想定して
おりません。
②水道事業の統合
本事業は１０市町を給水対象
とした統合、広域化を目指し
た水道用水供給事業です。
③技術開発の動向
現時点では、本事業の基本
計画に関わるような新技術の
開発は確認されておりませ
ん。ただし、個々の工事につ
いては、コスト縮減につなが
る新技術を積極的に採用し
ていきます。

北勢系においては
Ｈ２１．７の一部給
水、Ｈ２３．４の全部
給水に向けて施設
整備を行います。
北勢系・中勢系共
通施設である取水
導水施設について
は、料金への影響
を考慮しながら、施
設整備の計画につ
いて検討を行ってい
きます。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２０年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等
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応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H15

-
 2

7
 -

528 58.0%

H23 － －

治
山
事
業

30

保
安
林
管
理
道

平
ノ
木
線

松
阪
市

②

【全体事業概要】
延長：２，２６０ｍ

528 58.0%

【事業目的】
山腹崩壊地の復旧整備や

手入れの必要な保安林など
治山事業を行う荒廃地が集
中している松阪市飯高町宮
本地内の保安林において、
長期にわたり治山事業に利
用するための管理道を整備
することで、効率的な建設機
械や資材の運搬による円滑
な工事の実施、保育などの
森林の適正な管理を行い、
森林の公益的機能の維持
増進を図ることを目的として
います。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。

継
続

事業効果が早期に発現さ
れるよう、コスト縮減と環
境への配慮に努めなが
ら、事業の早期完了を目
指します。

〜

延長：1,260ｍ
（１）新たな災害の発生
① 平成１６年９月２９日の台風２１号
による雨は、県内各地に甚大な被害をも
たらしました。中でも大台町（旧宮川
村）では、1000mmを超える集中豪雨にな
り、多数の崩壊・土石流が発生し大きな
災害となりました。
② 大台町（旧宮川村）に隣接する当事業
の整備区域においても、崩壊地の拡大や
新たな森林の荒廃が発生し、早急な土砂
の流出の防備対策が求められています。
（２）森林・林業、社会経済情勢の変化
① 京都議定書が発効し、2012年までの
第１約束期間における温暖化ガス削減目
標6％のうち、森林吸収源による3.8％の
目標達成に向け、間伐の推進が急務と
なっています。目標達成には、間伐対象
森林の約８割を適正な状態にする必要が
あり、国では保安林の適切な管理・保全
等の推進を主要な施策のひとつにあげる
とともに、林野公共予算における森林整
備への重点化が図られています。
② 平成１９年の内閣府が行った「森林と
生活に関する世論調査」では、森林に期
待する働きについて「二酸化炭素吸収に
よる地球温暖化防止に貢献する働き」と
「山崩れや洪水などの災害を防止する働
き」が１位、２位となっています。
③ 三重県では、中長期の目標や森林づ
くりの方針を示した「みえの森林づくり
基本計画」（平成１８年３月策定）に
沿って、平成１９年からの三重県総合計
画「県民しあわせプラン」の第2次戦略計
画では、治山事業をはじめとして年間
８，０００haの間伐実施を目標に取り組
んでいるところです。
④ 木材価格の長期低迷に起因して、森
林所有者の経営意欲の低下等により、自
主的な森林整備が困難となっており、間
伐等の手入れが不足した森林の増加が問
題になっています。
（３）財政状況の変化
本県の厳しい財政状況によって治山事

業の予算が減少しており、事業の進捗に
影響することが予想されます。

【費用対便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝12.1億円／6.28億円
＝1.93
【コスト縮減】

平成２１年度以降の施工計
画について、道路規格を林道
２級から３級に変更して幅員
を狭めるなど開設単価を抑え
るとともに、ルートを変更して
開設延長も４５０ｍ減らすな
どの見直しを行いました。
これにより今後必要となる事
業費の試算では、見直し前に
比べて約１億６千万円縮減さ
れるとともに、完成時期も２
年早まり、早期の事業効果
の発現が期待できます。

【代替案】
整備区域の治山事業の円

滑な実施と保安林機能の維
持増進を図る必要があること
から、当管理道を開設する以
外に代替案はありません。

延長：1,000ｍ
事業費：221百万円



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

-
 2

8
 -

【全体事業概要】
〔大沢池〕
堤体工１ヶ所
余水吐工１ヶ所
取水施設工２ヶ所
〔嘉間池〕
堤体工１ヶ所
余水吐工１ヶ所
取水施設工１ヶ所

H11 1,482

【事業目的】
本事業は,農業用ため池の
改修を通じてため池に洪水
調整機能を賦与し、主に農
地、農業用施設および農作
物等の農業関係被害を未
然に防止することを目的とし
ます。

H14 1,527

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度

501

大
沢
池
地
区

津
市

防
災
ダ
ム
事
業

（
防
災
た
め
池
工
事

）

委員会意見概要

・かんがい排水受益者（主に上
流）と災害被害防止受益者（主
に下流）に対して、事業計画時
点で、事業の目的等を十分理
解いただき、意見を聞く必要が
ある。
・農地及び農業用施設の維持
管理が負担となってきており、１
０年後に農業を継続していける
かが課題。

S63

○直接効果
【費用対効果分析】
計画時１．４５
現時点１．２９
【定量化できない効
果】
心理的効果(安心)の
発揮
【施設の管理状況】
適切に管理
○間接的効果
特にありません

事業として生き物調査
等は行っていません
が、アンケート結果か
らも、環境に大きく影
響は与えていません。

道路網の整備もあり、
周辺里山の宅地化が
進行。地区内の農地
は、比較的よく保全さ
れています。

洪水被害を未然に防止
するという目的に対する
事業効果は発揮してい
ます。従来からの農業
用水利用者からは、農
業用水に対する懸念、
不満が一部にあります。

事業方針概要

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。ただし、今後
は、総合行政の観
点から、同一流域
内で行われる河川
事業など、関連する
他事業の進捗状況
についても、併せて
説明を求めるもの
である。

・関連性のある他事業に
つきましても、総合行政の
視点を有した説明を実施
します。
・事業実施の際に地域住
民の方々に一層の周知を
図ります。
・農業生産活動の継続に
つきましては、担い手の確
保・育成や集落営農を促
進し、農地の利用集積を
図ります。農業用施設の
維持管理につきましては、
「農地・水環境保全向上活
動」等を活用し、ため池な
どを公共の財産として、地
域全体で守っていくことを
推進します。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
委員会意見概要 事業方針概要

-
 2

9
 -

【全体事業概要】
〔葭ヶ須排水機場〕
機械工（ポンプ）１台
機場工１ヶ所
樋管工５７ｍ
〔大島排水機場〕
機械工（ポンプ）１台
機場工１ヶ所
樋管工３３９ｍ
（排水路工）７６６ｍ
〔排水管理施設工〕一式 H14 3,385

【事業目的】
本事業は,排水条件が悪化
した地域を対象に排水施設
の再整備を図る事業であ
り、湛水被害の発生を未然
に防止し、農業生産の維持
および農業経営の安定を図
ることを目的とします。

H14 3,266

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。

道路網の整備もあり、
宅地化の進行や、レ
ジャー施設が拡大して
います。地区内の農地
は、大消費地に近く農
業生産は活発です。
近年続いている地盤
沈下は鈍化傾向です。

洪水被害を未然に防止
するという目的に対する
事業効果は発揮してい
ると概ね評価していま
す。

・近年ゲリラ的集中豪雨の増加
・ポンプ場周辺環境への影響発
生
・周辺住民への説明責任と意見
交換が必要

湛
水
防
除
事
業

502

伊
曽
島
北
部
地
区

桑
名
市

（
長
島
町

）

H2

○直接効果
【費用対効果分析】
計画時１．２０
現時点１．１４
【定量化できない効
果】
心理的効果(安心)の
発揮
【施設の管理状況】
適切に管理
○間接的効果
施設の整備によりゴミ
を捨てる人が減った
り、増えたりしました。

事業として生き物調査
等は行っていません
が、アンケート結果か
らも、環境に大きく影
響は与えていません。
しかし、舟溜等への影
響は若干あります。

・短期間の集中豪雨を十
分勘案して事業計画を策
定します。
・排水機場の周辺環境へ
の影響を事前に想定し、
可能な配慮を行います。
・事業計画時、実施時には
周辺の方々への説明と意
見交換をより一層実施しま
す。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

番
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所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
委員会意見概要 事業方針概要

-
 3

0
 -

【全体事業概要】
区画整理 164.6ha
道路工  16.9㎞
用水路工  25.6㎞
排水路工  16.6㎞
近代化施設用地整備

1箇所（A=1ha）
農業集落道 2.2㎞

H13 2,660

【事業目的】
・現状は不整形で狭小な田
畑
・また農道、用水路、排水路
も未整備
・このため、農業用機械の
搬出入や農業用施設の維
持管理に苦慮
・ほ場整備事業により、大区
画のほ場整備、農道や排水
路の整備、用水のパイプラ
イン化を実施
・農業生産性の向上、農業
経営の合理化、担い手の育
成を図る

H14 2,674

ほ
場
整
備
事
業

503

機
殿
地
区

松
阪
市

○ 農村集落の急速な
過疎化や高齢化

○ 農地・農道・用排水
路の維持管理を農家
のみで実施することが
困難

H2

【直接的効果】

① 整備により大型機
械による効率的な営
農、田畑輪換による転
作が可能となり、用水
のパイプライン化等に
より維持管理の省力
化、担い手への農地
集積が進展
② 乾田化により、小麦
や大豆、ソバなどの畑
作物が作付け可能。ま
た、維持管理の省力
化により、水路の土砂
上げ等が集落での共
同作業により、適正に
管理

【間接的効果】

○ ほ場整備を契機と
して、地域内の繋がり
ができ、住民の環境や
景観に関する関心が
高まり、環境美化活動
組織が結成されるなど
ボランティア活動が活
性化

○ 農道や排水路の法
面に植生緑化

○ 低騒音・低振動・排
ガス対策型の建設機
械を使用

○ 平成20年8月に実
施した生きもの調査で
は、メダカやドジョウ、
タナゴなどの魚類,タイ
コウチなどの水生昆虫
の生息を確認

○ 地域住民へのアン
ケート結果から「動植
物が減った」との回答
が約60%あり、今後の
整備については一層
の配慮が必要

○ 受益地の関係5集落
の全住民204戸にアン
ケート調査を実施

135戸から回答
（農家62戸、非農家73
戸）

（農業効果）
農家の95%が「効果あり」
と回答

・維持管理が楽になっ
た

・農作業が楽になった

（農業以外の効果）
全住民の87%が「効果あ
り」と回答

・道路の通行がスムー
ズになった

・地域の水はけがよく
なった

（環境への影響）
動植物については、
「減った」との回答が約６
０％と高く、樹木の伐採
により昆虫や魚類が
減ったとの意見が多い

（農地・施設の管理状
況）
全住民の45%が「良くなっ
た」と回答しているが、
24%が「あまり管理されて
いない」と回答し、管理
がまだまだ不十分であ
ると感じている

《ほ場整備事業における課題》
①農家の高齢化や後継者不足
②農家数の減少により農業者
だけで農地や農道、用排水路
の維持管理が困難
③環境へ配慮した取り組み

《社会的背景等》
①県内におけるほ場整備事業
は、すでに８３．４％が整備さ
れ、実施地区が大幅に減少
②国内食料自給率の低さ、食
の安全・安心に対する消費者
ニーズの高まりなどを踏まえて
事業を実施することが求められ
ている。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。ただし、波及
的な事業効果の発
現のため、基盤整
備後の対応として、
新商品の開発や市
場の開拓について
も検討されたい。

・自然環境と調和した整備
のあり方について地域の
合意形成に努め、より一
層、環境や景観に配慮し
た事業の推進を図ります。
・今後は農家だけでなく、
非農家も含めた活動組織
により、農地・農業用水の
資源や環境の保全向上を
図るため、現在実施されて
いる「農地・水・環境保全
向上対策」を積極的に支
援していきます。
・営農組合や担い手農家
などへ農地の集積を進
め、安定的な農業経営が
できるよう支援していきま
す。
・今後の農業生産基盤の
整備は、水資源の効率的
な利用や水管理の省力化
につながるパイプライン化
を中心に整備をしていきま
す。
・農業生産基盤の整備と
合わせ、市町やＪＡ、県の
営農普及担当と連携しな
がら、地域の状況に応じ、
産地のブランド化やター
ゲットを明確にした市場の
開拓などの対策も進めて
いきます。
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【全体事業概要】
農道整備 Ｌ＝５，７９４ｍ
橋梁工 ２橋

H12 2,250

【事業目的】
本地区の集落とほ場を結ぶ
道路は幅員が狭小であり
又、市場へ通じる主要道津
関線は交通渋滞が激しく農
業交通に支障をきたしてい
るため、当農道の整備によ
り、農業の生産性の向上及
び農産物の流通の合理化
を図るとともに農村地域の
生活環境の改善を図るもの
です。

H14 2,226

S62

○直接的効果
【費用対効果分析】
・計画時の投資効率＝
1.50
・現在の投資効率＝
1.98
〔効果の増減理由〕
・サイエンスシティや中
勢バイパスへの接続
等による一般交通量
の増加（125,227千円/
年の増加）
・豚の飼育数及び裏作
等の減少による農業
交通量の減少（45,776
千円/年の減少）
【施設の管理状況】
・津市により路面、法
面ともに管理されてい
る

○間接的効果
・中勢グリーンパーク
（ｻｲｴﾝｽｼﾃｨ公園）の
利用

農免道路の実施によ
りサイエンスシティ内
にある中勢グリーン
パークの利用が容易
になったため、地域の
憩いの場として利用さ
れている
・中勢用水管の埋設

安濃ダムを水源とす
る中勢用水管が農道
工事と同時に埋設され
ており、農業用水の安
定供給が行われてい
る

○事業実施中に配慮
した事項

切土法面の保護を図
るため、客土種子吹付
を実施

○ 環境の変化、現在
の状況
・アンケート結果
良い影響があった

２２％
悪い影響があった

３２％
変わらない

４１％
その他
  ５％
・意見
明るくなった
ゴミの廃棄が多い
緑が少なくなった

農
林
漁
業
用
揮
発
油
税
財
源
身
替
農
道
整
備
事
業

504

津
北
部
地
区

津
市

当事業受益地の関係
集落にアンケート調査を
実施したところ、９７％の
方から事業実施により
何らかの効果があったと
回答しています。「目的
地への所要時間が短縮
された」「緊急自動車の
通行可能等により防災
上の安全が向上した」
「集落内への車の乗り入
れが楽になった」などの
意見を頂いています。

農業面では、「維持管
理や農作物の出荷等が
容易になった」「大型機
械化が可能になった」と
の意見を頂いています。

自然環境への影響に
ついては、「良い影響」
では「明るくなった」「荒
地にならない」などの意
見がありましたが、「悪
い影響」では「ゴミの廃
棄」の意見が多数ありま
した。

○事業実施等による課題
・ サイエンスシティの開発や中
勢バイパスとの接続により一般
交通量が増加し、ゴミの不法投
棄による周囲への環境問題や
農業車交通への影響が生じて
います。
・ 受益農地については、営農面
積に大きな変化は見られず多く
の方が農地を守っていきたいと
考えていますが、高齢化や作物
単価に対する不安があり、将来
に対する対応が必要となり始め
ています。

○課題への対応方針
・ 今後の都市近郊の農免道路
（農道）の実施については、将
来の農業形態や一般交通量の
変化などを十分に勘案し、より
効率的で効果的な計画を行っ
ていきたいと考えています。
・ 農地の担い手等への集積や
「農地・水・環境保全向上活動」
などを利用した地域全体で農
地・農業用施設の管理を推進し
ます。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
（総括意見）
一、 農業農村整備
事業においては、
自然環境に配慮し
つつ、農業の持続
的な維持発展につ
なげられたい。

・ 地域近辺に産業、流
通、住宅、公園などを
整備するサイエンスシ
ティ計画の実施や当農
免道路への中勢バイ
パスの接続など、地域
状況や交通形態等に
大きな変化がありまし
た。
・ 農地については、計
画時と比較して水田、
畑地ともにほぼ同じ状
況にあります（約１ｈａ
転用）。しかし、生産物
については、豚肉や水
田の裏作等が減少傾
向にあります。

※ 事業の課題
本地域では、サイエンス

シティの開発や当該農道
と中勢バイパスが接続さ
れたことにともない一般交
通量が増加し、農業車交
通への影響が生じていま
す。また、受益農地につい
ては、多くの方が営農につ
いて意欲を持っています
が、後継者等の問題があ
り、農業の継続に対して不
安がみられます。

※ 課題の解決方針
今後の都市近郊の農道

の整備については、事業
計画時に将来の農業形態
や一般交通量の変化など
を十分に勘案するととも
に、有識者による専門委
員会の意見を踏まえ、自
然環境に配慮しつつ、より
効率的で効果的な計画を
行っていきます。

また、営農面におきま
しては、農地の担い手等
への集積や「農地・水・環
境保全向上活動」などを
利用し、地域全体で農地・
農業用施設および農村集
落機能の維持に努めてい
きます。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
委員会意見概要 事業方針概要

-
 3

2
 -

【全体事業概要】
用水・排水施設整備：
19.1km
農道整備：12.3km
ほ場整備：9.45ha
ため池整備：7箇所
集落道：12.2km
集落排水：7.0km
活性化施設：3箇所

H13 4,200

【目的】
当地区は、旧多気町、旧大
台町、旧勢和村に跨る中山
間地域であり、急傾斜農地
など地理的条件が不利な地
域であり高齢化、過疎化に
より農地・農業用施設の保
全が課題となっています。
一方、広域農道の整備など
道路交通網が整備され、都
市と農村、生産地と消費地
の距離が縮まってきていま
す。こうしたことから、ほ場
整備や農道などの生産基
盤整備により農地の汎用
化、農業経営の安定化など
を図りつつ、併せて集落道
や活性化施設等の生活環
境整備を行うことにより、総
合的に農村地域の振興を
図りました。

H14 3,870

中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業

505

多
気
中
部
地
区

多
気
町
・
大
台
町

※事業目的の達成状
況の評価 水田の区
画整理により農業機械
の導入が図られ効率
的な農作業が可能に
なりました。農道や農
業用用排水路の整備
により維持管理の軽減
が図られました。活性
化施設整備により地域
でとれた安全・安心な
農産物の供給が可能
になり生産者と消費者
を繋ぐ施設として重要
な役割を担っておりま
す。また施設を使った
農業体験等の実施に
より都市と農村の交流
も図られています。
※費用対効果分析
計画策定時 １．０３
現在 １．０４
※活性化施設（多気）
利用人数
計画策定時１７，９４２
人 現在１８，２４０
人

※ 環境面への配慮
特別な配慮はしていな
いものの、どじょうやゲ
ンゴロウなどの水生生
物が現在の排水路内
に確認できました。
※ 事業実施中に配
慮した事項 工事施工
中に土砂流出防止の
ための沈砂池を設け、
河川への濁水流入を
未然に防止しました。
※ 環境の変化 事業
実施による環境への
変化はほとんどありま
せん。アンケートによ
れば河川がきれいに
なった。荒廃地がなく
なりゴミ捨ても見られ
なくなったことで地域
の景観がよくなったと
の意見があります。一
方、魚類が少なくなっ
たとの意見もありまし
た。
※現在の状況 水生
生物が確認されている
ことから動植物の生育
環境に大きな変化は
なく、ほ場整備後の景
観も違和感のないもの
となっています。

山間部に位置し高齢
化が進んでいる中、営
農意欲が低下していま
したが、区画整理等に
より生産性が向上した
ことや農地及び用水路
等の保全活動や景観
形成活動に財政的支
援をする制度（農地・
水・環境保全向上対
策）が確立されたこと
から、営農意欲や農地
を守っていこうとする
意識が高まっていま
す。 国民の食に対
する安全・安心、地産
地消への関心が高ま
り、直売所で売られて
いる地物の農産物・特
産品へのニーズが高
まっています。また自
然豊かな農村・癒しの
空間への関心も高く
なっており都市と農村
の交流が目的である
活性化施設には地域
内外から人々が訪れ
ます。 鳥獣被害
は増加しており早急な
対策が求められている
が、平成１９年度に鳥
獣害防止特措法が施
行され有害鳥獣の捕
獲や進入防止柵の設
置など総合的な対策を
検討しています。

①中山間地域においては、過
疎と高齢化による後継者不足
により営農意欲が衰退し、耕作
放棄地も点在していたが、当該
事業の実施により、「営農意欲」
と「農地を守る」という意識が大
きくなってきています。このた
め、集落営農、作業の受委託等
に積極的に取り組み、農業経営
の効率化と地域農業を支える
担い手の確保を図っていく必要
があります。②農地や農業用施
設の保全については、農地のあ
ぜ草刈や道路や用排水路の維
持管理を農家のみで実施する
ことが、困難な状況になってき
ています。このため、農地や農
業用施設は、地域の共通資源
として非農家も含めた地域全体
で保全に取り組むことが必要と
考えます。（「農地・水・環境保
全向上対策」の推進③好調な
活性化施設の利用状況を維持
していくためには、新たな魅力
ある取り組みや地域づくりにつ
いてのリーダー育成が必要で
す。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
（総括意見）
一、 農業農村整備
事業においては、
自然環境に配慮し
つつ、農業の持続
的な維持発展につ
なげられたい。

H7

①県民の意見の徴集方
法について
事業受益地の関係６３
集落から整備にかかっ
た費用が多い１６集落を
抽出し、それぞれ集落か
ら各２０戸、３２０戸に対
してアンケートを実施
（事業実施による効果の
有無等を聞き取り）
農業生産基盤整備にか
かる効果は農業従事者
の内７３％の人々が何ら
かの効果があったと回
答しています。主な内容
は４８％が”農作業が楽
になった”また４０％が”
道路や用水路の維持管
理が楽になった”などで
す。
また集落道や集落排
水、活性化施設などの
生活環境基盤整備にか
かる効果は回答者の内
６１％の人々が効果が
あったと回答しており、
活性化施設に対しては９
０％の人々が効果有りと
回答している施設もあり
ます。

※事業の課題
過疎化や高齢化により営
農意欲の維持、農地・農
業用施設の管理が困難に
なってきているが、自然環
境に配慮しつつ農業の持
続的な維持発展をすすめ
ていくことが必要です。
また、活性化施設の類似
施設が各地に造られるこ
とにより将来的に活況が
下降する恐れもあります。

※課題の解決方針
営農意欲を維持するため
には、農業経営の効率化
を図り受委託耕作から集
落営農へと段階的に取り
組みを進めていくよう指
導、助言を行います。
農地・農業用施設の整備
については、事業計画時
に生態系調査を行い、有
識者による専門委員会の
意見を踏まえ、多自然型
水路など自然環境に配慮
した整備をすすめます。ま
た管理については非農家
を含めた地域全体として
の対応を検討し適正に維
持管理に取り組めるよう指
導、助言を行います。
活性化施設の活況を持
続・向上するためには、農
産物の集荷作業の軽減や
新たな施設運営方法の検
討を含め農業生産から加
工、流通、販売、観光など
への展開をさらに進めて
いくよう指導、助言を行い
ます。
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【全体事業概要】
延長L=2,340m
幅員W=6.0（10.0）m
主要構造物
宿浦第1トンネル L=284m
宿浦第2トンネル L=395m
宿浦第3トンネル L=231m

232 4,744

【事業目的】
狭隘で屈曲した未改良区間
を整備し安全で円滑な通行
を確保する

232 4,744

道
路
事
業

506

一
般
国
道
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６
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南
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町

宿
浦
〜
志
摩
市
浜
島
町
南
張

H1

安全で円滑な通行を
確保するとともに、地
域間の交流の促進
や、活性化支援が期
待されます。

環境面に配慮し、３
本のトンネルを有する
ほか、切土法面の緑
化を図っています。

平成１６年１０月に旧
浜島町、大王町、志摩
町、阿児町、磯部町が
合併し志摩市が、平成
１７年１０月に旧南勢
町と南島町が合併し南
伊勢町となっていま
す。

当該道路に関する県
民の皆様の意見を得る
ため、アンケートを実施
し、７３６名から回答を頂
いています。

宿浦バイパスの評価と
しては、「非常に満足」、
「やや満足」を合わせて
７１％が満足していま
す。

残る未改良区間の整備が必
要であり、整備にあたっては、
事業期間の短縮などに配慮す
る必要があると考えています。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。ただし、事業
効果の早期発現及
び緊急輸送道路
ネットワークの早期
形成のため、未整
備区間の早急な整
備を進められたい。

事業効果の早期発現及び
緊急輸送道路ネットワーク
の早期形成のため、志摩
市南張から南伊勢町木谷
間の未整備区間（Ｌ＝２．
４ｋｍ）について、平成１６
年度に事業着手しており
早期の全線供用に向け事
業推進に努めます。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
委員会意見概要 事業方針概要

-
 3

4
 -

【全体事業概要】
整備延長 Ｌ＝７２０ｍ
離岸堤 ４基（Ｌ＝２８０ｍ）
人工リーフ４基（Ｌ＝４４０
ｍ）

H15 1,975

【事業目的】
異常気象時の高潮・波浪等
から海岸背後地の住民の
生命・財産を守るため

H15 2,216

S49

・片田地区海岸は、整
備前には、高波浪時に
越波による被害が
度々生じており、平成
１３年度には堤防が破
堤される災害が発生し
ているが、離岸堤、人
工リーフの整備後は、
越波による被害は発
生しなくなった。

・当海岸は伊勢志摩国
立公園内に位置してい
ることから、自然環境
や景観に配慮して、従
来の離岸堤による海
岸保全施設から人工
リーフ等の景観に配慮
した工法に移行してい
る。

・当海岸前面の海域で
は、海女による採貝漁
が行われているが、事
業完了後も漁獲量に
大きな変化はみられな
い。

・片田地区の人口は減
少傾向にあるものの、
海岸背後は依然として
人家が密集しており、
防護の必要性に変化
はない。

・平成２０年８月 片田地
区海岸周辺の住民（３９
１世帯）に対してアン
ケートを実施。

・安全面に対する満足度
｢満足｣11%、｢どちらかと
いえば満足｣55%、｢不
満｣9%､｢どちらかといえ
ば不満｣25%

・環境面や景観面に対
する満足度
｢満足｣12%、｢どちらかと
いえば満足｣62%、｢不
満｣5%、「どちらかといえ
ば不満｣21%

・整備全体における満足
度
「満足」10%、「どちらかと
いえば満足」56%、「不
満｣4%、｢どちらかといえ
ば不満｣30%

・不満、改善を要する指
摘
○工事内容、工期など
地区住民への周知不足
○堤防の補強や嵩上げ
要望
○離岸堤と離岸堤の間
に離岸堤の新設

・事業着手当時は、地元住民と
の間で計画・施工方法・施工時
期・景観等に関する十分な意見
調整を図る仕組みが確立してい
なかった。今後は、事業の計画
段階から地元住民の参画を得
て、意見を反映するとともに、工
事段階においても、工事内容や
工期などを地元住民に対して十
分に周知を行う。

・当海岸堤防は、築後５０年近く
経過し、老朽化による機能低下
が懸念されることから、「東南海
地震等、大地震に対する危機
感が非常に強い。現在、当海岸
において既設堤防の補強工事
を実施中であるが、その早期完
成に努める。

事業の効果、今後
の課題については
事後評価の妥当性
を認める。今後、事
業計画段階からの
住民参画を進め、
住民に対して事業
内容などを十分に
説明されたい。ま
た、今後は定量的
な実績に基づく科学
的な評価結果を示
すよう求める。

海
岸
事
業
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片
田
地
区

志
摩
市

今後、新規事業に着手
する際には、計画段階か
ら住民に対して事業につ
いての十分な説明を行
い、地元の意見を反映さ
せた計画とするよう努めて
まいります。また、既に実
施中の事業についても、
事業説明会等を通じ意見
交換を行うなど、事業に対
する理解、協力を得ながら
進めていきます。

また、今後行う事後評価
においては、近傍の波高
観測データ等を利用して
定量的な事業効果の検証
ができるよう努めてまいり
ます。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
委員会意見概要 事業方針概要

-
 3

5
 -

【全体事業概要】
整備延長 Ｌ＝２７０ｍ
人工リーフ２基（Ｌ＝２７０
ｍ）

H18 1,390

【事業目的】
異常気象時の高潮・波浪等
から海岸背後地の住民の
生命・財産を守るため

H15 1,176

Ｈ３

・平成１３年台風１１号
の来襲時には、海野
地区海岸の中央部に
流れこむ御馬嘶川河
口部にある河川構造
物の先端が、人工リー
フ未整備区間から進
入する高波の影響に
より被災を受けた。し
かしながら、平成１５年
度の事業完了後、多
数の台風が上陸ない
し接近したものの、当
海岸では海岸保全施
設及び背後の人家等
に被害は発生せず、
防護機能を発揮するこ
とができた。

・環境面への配慮
海水浴等、海岸の利
用者が多いことから景
観に配慮し、海面上に
施設の現れない人工
リーフを採用した。

・周辺環境の変化
水質調査の結果は、
事業完了後も工事期
間中（Ｈ１５まで）と比
べても、ＣＯＤ値に大き
な変化はない。

・平成２０年８月 海野地
区住民（９１世帯）に対し
てアンケートを実施。

・事業を実施していたこ
とについて８６％の方が
認知していた。

・人工リーフの機能につ
いて５８％の方が認知し
ていた。

・安全面に対する満足度
｢満足｣2%、｢どちらかとい
えば満足｣42%､｢どちらか
といえば不満｣29%、｢不
満｣10%

・景観面に配慮した「人
工リーフ」 or コストが
安い「離岸堤」
「人工リーフがよい」
43%、「離岸堤がよい」
26%

・環境面や景観面に対
する満足度
｢満足｣7%、｢どちらかとい
えば満足｣40%、「どちら
かといえば不満｣24%、｢
不満｣10%

・事業全体における満足
度
「満足」3%、「どちらかと
いえば満足」35%、｢どち
らかといえば不満｣34%、
「不満｣12%

・不満、改善を要する指
摘
○コストがかかりすぎ
○海はそのままで堤防
を補強するだけで良かっ
た

人口は減少傾向にあ
るものの、海岸背後は
依然として人家が密集
しており、防護の必要
性に変化はない。
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事業の効果、今後
の課題については
事後評価の妥当性
を認める。今後、事
業計画段階からの
住民参画を進め、
住民に対して事業
内容などを十分に
説明されたい。ま
た、今後は定量的
な実績に基づく科学
的な評価結果を示
すよう求める。

課題
・事業着手当時には、地元住民
との間で十分な意見調整を図る
仕組みが確立していなかった。

今後の留意事項
・事業実施前に地元住民に対し
て事業目的と内容及び事業に
よる効果の十分な説明
・事業の計画段階から地元住民
の参画を得て、地元の意見を計
画に反映していく。

今後、新規事業に着手
する際には、計画段階か
ら住民に対して事業につ
いての十分な説明を行
い、地元の意見を反映さ
せた計画とするよう努めて
まいります。また、既に実
施中の事業についても、
事業説明会等を通じ意見
交換を行うなど、事業に対
する理解、協力を得ながら
進めていきます。

また、今後行う事後評価
においては、近傍の波高
観測データ等を利用して
定量的な事業効果の検証
ができるよう努めてまいり
ます。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
委員会意見概要 事業方針概要

-
 3

6
 -

【全体事業概要】
防波堤 L=178m
護岸 L=130m
物揚場 L=330m
浮桟橋 N=1基

Ｈ１3 2,058

【事業目的】
過密となっている船だまりス
ペースについて港湾機能の
充実を図るとともに、施設の
老朽化に対応するため。

H15 2,194

渡鹿野島の人口につ
いては昭和63年度464
人（181世帯）、平成15
年度367人（174世
帯）、平成20年4月現
在310人（155世帯）と
減少傾向にある。観光
客入込数については
平成2年度154千人で
あったが、その後減少
が続き平成12年度69
千人まで落ち込んだ。
その後75千人程度で
推移している。

・ 平成20年11月 渡
鹿野地区の住民（115
世帯）に対して自治会
を通して、郵送返却方
式でアンケートを実
施。（回答数 38 回
答率 33% ）

概ねの人が、事業の結
果、多くの効果があっ
たと回答しており、特
に浮桟橋が整備された
ことにより、乗客の乗
り降りがスムーズに
なった効果が大きいと
回答する人が多かっ
た。回答者の属性とし
ては、高齢者が多く、
したがって無職の人も
多いため、収入のある
人は少なかった。それ
に加えて、景気の悪化
等もあり、税負担して
もよいと回答する人は
半数程度となった。負
担金額としては、500
円程度までが大半を占
めるものの、一方で、
1万円以上でもよいと
回答した人も数人なが
ら存在した。
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地
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志
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市

事業計画策定時に想定して
いた地区人口や観光客入込数
が、現在では大幅に減ってい
る状況であり、港湾事業に限
らず特に過疎地での公共事業
については需要予想を厳密に
行う必要がある。しかしなが
ら、離島への唯一のアクセス
手段が海上輸送であること
や、地区の住民の高齢化が進
み、国内観光需要も比較的高
年齢の世代に支えられている
現状を考えると、使いやすく
安全な港湾施設を整備したこ
とには一定の評価は出来ると
考えられる。
一方で、対岸の施設の整備

や離島架橋を望む声が多くみ
られたり、港湾施設の整備や
維持管理についての税負担に
対しては、反対する意見が多
くみられる結果となった。
今後は港湾の利便性向上を

図りつつ、整備については住
民参画、コスト縮減を図り、
他事業との連携を更に強化
し、また、これまで整備して
きた施設の老朽化が進む中
で、適切な維持管理計画の策
定などストックマネジメント
を構築することが重要な課題
である。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。

的矢港（渡鹿野地区）
は、港湾施設が大きく
使いやすくなったこと
から交通船の運航の
効率があがり、また浮
桟橋を設置したことか
ら、船舶への乗り降り
も容易になった。さら
に、低気圧接近時の
船の避難も解消される
ようになった。また港
の環境が向上したこと
から、観光客が釣りや
散策等に興じる姿が
見られるようになった。

当港湾は伊勢志摩国
立公園内に位置してい
ることや、観光客に大
勢利用されることか
ら、海岸環境整備事業
で整備した海水浴場と
連携し、また港湾施設
自体の親水性を高め
るため、広いふ頭用地
を整備した。当港湾前
面の海域では、真珠
養殖漁が行われてい
るが、事業完了後も以
前と同様に養殖漁を営
まれている。
なお、近隣の公共用水
域水質調査地点であ
る、的矢湾（ST-1）の
水質変化についても影
響は見られない。

H3
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業
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人流を主体とする港の整
備については、三重県ユ
ニバーサルデザインのま
ちづくり推進条例に基づ
き、利用者の皆様に使い
やすい港湾施設を目指し
て整備を進めてきたが、今
後の港の整備についても
更に一層、利用者のニー
ズや意見をこれまで以上
に把握しながら、便利で使
いやすい港の整備を進め
ていく。



（単位：百万円）

完了年度 総事業費

当初 当初

最終 最終

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

県民の意見 今後の課題
事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

事業を巡る社会経済
情勢等の変化

平成２０年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）

全体事業概要と目的 事業の効果
採択

年度
委員会意見概要 事業方針概要

-
 3

7
 -

【全体事業概要】

砂防えん堤 １基（スリット
式）

H15 417

【事業目的】

土石流発生の危険性が高
い三峰川において、土砂災
害から被害想定区域に存
在する住民の生命、財産、
生活環境を守ることを目的
としている。

H15 652

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。

①土地利用状況の変
化
事業前と事業後で土
地利用状況の変化は
なく、当事業の保全対
象は事業計画時に想
定したものから変化は
見られない。

②土砂災害に対する
住民への対応
近年の異常気象に対
し、ハード整備とともに
警戒避難体制の整備
などのソフト対策が重
要となっている。

アンケート調査の結果

三峰川砂防えん堤の整
備による
①住民の安心感
②環境への配慮
については過半数以上
の評価を得ている。

また住民において、
③土砂災害に対する意
識
④砂防事業の必要性
⑤警戒避難への関心
についても強まってい
る。

①事業実施上の問題点・課題
今後の砂防事業はハード整備
とともに、住民が的確に避難行
動を行えるよう、情報提供シス
テムなどの整備を行うソフト対
策との連携により、総合的な土
砂災害対策に取り組んでいく必
要がある。

②今後実施する事業への留意
事項
砂防施設の修景や魚道設置な
ど、環境への配慮を行う場合
は、過度なものとならないよう周
辺環境の調査を行い、地域住
民の意見を伺いながら、現地の
状況に適したものとする。

①達成状況評価
既存砂防えん堤に加
え、当該えん堤を設置
することにより、上流
から流出する土砂に
対し８９％を止めること
が可能となり、異常気
象に対する地域の安
全度が向上した。 （約
３４％向上）

②費用対効果
事前 実施していない
事後 Ｂ／Ｃ＝１．１１

③定量化できない他
の効果
地域の土砂災害に対
する安心度向上や、山
地森林保全効果が発
揮できる。

①環境への配慮
魚道を設けることで魚
類の遡上降下に配慮
した。
えん堤を修景し景観に
配慮した。

②環境の変化
魚道調査により河道の
連続性が確保されて
いることが確認され
た。

砂
防
事
業
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H11

財政状況厳しい中、今後
も予想される土砂災害に
対し、より効果的、効率的
な施設計画や施設整備が
必要となっています。
施設の配置計画にあたっ
ては、機能を確保しつつ、
より経済的な設置箇所、
工法を選定するとともに、
当該流域内の災害履歴、
保全対象等を勘案して、
緊急性の高い箇所から順
次、整備に着手するなど、
コストの縮減やなお一層、
効果的、効率的な整備と
なるよう務めていきます。

また被害を最小化すると
いう「減災」の観点から、土
砂災害警戒情報の発令な
ど土砂災害に関する情報
を住民と行政機関が相互
に共有するシステムの整
備等、警戒避難体制の整
備に資するソフト対策事業
を進めることにより総合的
な土砂災害対策を行って
いきます。



三重県公共事業評価審査委員会審査状況

（１） 公共事業再評価審査状況

１）平成１０年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 休止

6  6  0  6  0  
35  31  4  35  0  
4  4  0  4  0  
6  6  0  6  0  
12  3  9  12  0  
4  0  4  4  0  
26  4  22  26  0  
93  54  39  93  0  
3  3  0  0  3  
5  5  0  5  0  
8  8  0  5  3  
7  5  2  7  0  
2  2  0  2  0  
6  6  0  5  1  
3  3  0  3  0  
18  16  2  17  1  

合 計 119  78  41  115  4  

２）平成１１年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 休止

4  4  0  4  0  
2  1  1  2  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
6  0  6  6  0  
14  7  7  14  0  
12  12  0  12  0  
2  2  0  2  0  
3  2  1  3  0  
1  0  1  1  0  
18  16  2  18  0  
10  0  10  10  0  
10  0  10  10  0  

合 計 42  23  19  42  0  
３）平成１２年度

小計

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計
水 道 事 業

下 水 道 事 業
小計

農業農村整備事業
治 山 事 業

道 路 事 業
土地区画整理事業
砂 防 事 業
海 岸 事 業

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

事業区分

建 設 省

農林水産省

厚 生 省

農林水産省

平成１０年度に設置された三重県公共事業再評価審査委員会は、平成１５年度に三重県
公共事業評価審査委員会に改名され三重県知事の諮問に応じて平成１０年度から平成２０
年度の１１年間で、県事業３３０箇所、市町村等事業１５８箇所の審査を行っています。
なお、事業方針は、県事業にあっては三重県知事が、市町村等事業にあってはそれぞれ

の事業主体の長が委員会意見を最大限尊重して決定しています。

事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業

農業農村整備事業

治 山 事 業

所管省庁

所管省庁

街 路 事 業
下 水 道 事 業

小計
港 湾 事 業
海 岸 事 業

小計

建 設 省

運 輸 省
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箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

2  2  0  2  0  
8  6  2  6  2  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
5  0  5  4  1  
18  11  7  15  3  
5  4  1  2  3  
5  4  1  2  3  
3  3  0  3  0  
1  1  0  0  1  
20  7  13  19  1  
24  11  13  22  2  

合 計 47  26  21  39  8  

※中止事業

；大村川生活貯水池［県事業］、桂畑生活貯水池［県事業］
；二木島港二木島地区［県事業］、的矢港畔蛸地区［県事業］
五ヶ所港船超地区［県事業］
；栃山木組線［県事業］
；五ヶ所湾漁港［県事業］
；尾鷲市公共下水道［市町村事業］

４）平成１３年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

2  2  0  2  0  
1  0  1  1  0  
2  2  0  1  1  
6  5  1  6  0  
4  3  1  4  0  
3  0  3  3  0  
2  0  2  2  0  
20  12  8  19  1  
7  7  0  6  1  
1  1  0  0  1  
8  8  0  6  2  

合 計 28  20  8  25  3  

※中止事業

；尾呂志地区［県事業］
；片川生活貯水池［県事業］
；国見能見坂線［県事業］

下 水 道 事 業

河 川 事 業

都 市 公 園 事 業

土地区画整理事業
河川総合開発事業

海 岸 事 業

河川総合開発事業

農林水産省

港 湾 事 業

小計
林 道 開 設 事 業
農業農村整備事業

下 水 道 事 業

所管省庁 事業区分

農林水産省

小計

国土交通省

道 路 事 業

林 道 開 設 事 業

農業農村整備事業

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

事業区分

小計
港 湾 事 業

建 設 省

運 輸 省

道 路 事 業
河 川 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

所管省庁

農地防災ダム事業
河川総合開発事業
林 道 開 設 事 業

漁 港 改 築 事 業
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５）平成１４年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

1  1  0  0  1  
9  8  1  9  0  
7  5  2  7  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  0  2  2  0  
21  15  6  20  1  
6  6  0  6  0  
3  3  0  3  0  
1  0  1  1  0  
10  9  1  10  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  

合 計 32  25  7  31  1  

※中止事業

；伊勢路川ダム［県事業］

６）平成１５年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

5  5  0  5  0  
9  8  1  9  0  
1  1  0  1  0  
5  5  0  5  0  
3  3  0  3  0  
7  2  5  7  0  
4  0  4  4  0  
34  24  10  34  0  
8  8  0  8  0  
4  4  0  4  0  
2  0  2  2  0  
14  12  2  14  0  
2  2  0  2  0  
2  2  0  2  0  

合 計 50  38  12  50  0  

下 水 道 事 業
小計

所管省庁 事業区分

河川総合開発事業
河 川 事 業
海 岸 事 業

農業農村整備事業

林 道 開 設 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計

国土交通省

河川総合開発事業

所管省庁 事業区分

都 市 公 園 事 業

経済産業省
工業用水道事業

小計

街 路 事 業

農林水産省

国土交通省

道 路 事 業
河 川 事 業

海 岸 事 業

都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

港 湾 事 業

街 路 事 業

小計

厚生労働省
水 道 事 業

小計

農林水産省

農業農村整備事業

森 林 整 備 事 業
漁 村 整 備 事 業

小計
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７）平成１６年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

3  3  0  3  0  
2  0  2  2  0  
1  1  0  1  0  
2  0  2  2  0  
8  4  4  8  0  
7  7  0  6  0  
2  2  0  2  0  
1  1  0  1  0  
10  10  0  9  0  
6  0  6  6  0  
6  0  6  6  0  

合 計 24  14  10  23  0  

※農業農村整備事業（農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業）１箇所は、次年度
以降も再評価を継続することとしたため、委員会から「継続」又は「中止」のいず
れの答申もされなかった。

８）平成１７年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

9  9  0  9  0  
3  2  1  3  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  1  1  1  0  
5  1  4  5  0  
21  14  7  20  0  
1  1  0  1  0  
14  5  9  14  0  
15  6  9  15  0  

合 計 36  20  16  35  0  

※ 農業農村整備事業（広域農道事業）１箇所は、平成１８年度に改めて再評価を行う
こととしたため、審議が行われなかった。

※都市公園事業１箇所は、平成１９年度に改めて再評価を行うこととしたため、委員
会から「継続」又は「中止」のいずれの答申もされなかった。

水産基盤整備事業
農林水産省

小計

小計
農業農村整備事業

森 林 整 備 事 業

下 水 道 事 業

厚生労働省
水 道 事 業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省

道 路 事 業
河 川 事 業
街 路 事 業

所管省庁 事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業

国土交通省
海 岸 事 業

都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

土地区画整理事業

農業農村整備事業
水産基盤整備事業

小計
農林水産省
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９）平成１８年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町村
等事業

継続 中止

4  4  0  4  0  
4  2  2  4  0  
3  3  0  3  0  
3  0  3  3  0  
9  2  7  9  0  
23  11  12  23  0  
3  3  0  3  0  
1  1  0  1  0  
4  4  0  4  0  

合 計 27  15  12  27  0  

１０）平成１９年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町等
事業

継続 中止

3  3  0  3  0  
3  2  1  3  0  
1  1  0  1  0  
13  3  10  13  0  
20  9  11  20  0  
1  1  0  1  0  
1  0  1  1  0  
2  1  1  2  0  

合 計 22  10  12  22  0  

農林水産省

国土交通省

農林水産省

所管省庁

森 林 整 備 事 業
漁 港 整 備 事 業

小計

事業区分

河 川 事 業
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計

所管省庁 事業区分

道 路 事 業
河 川 事 業

国土交通省
海 岸 事 業
都 市 公 園 事 業
下 水 道 事 業

小計
農業農村整備事業

小計
森 林 整 備 事 業
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１１）平成２０年度

箇所数 事業方針

合計 県事業
市町等
事業

継続 中止

3  3  0  3  0  
11  11  0  11  0  
1  1  0  1  0  
2  2  0  2  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  
19  19  0  19  0  
2  2  0  2  0  
4  4  0  4  
1  1  0  1  0  
7  7  0  7  0  
1  1  0  1  0  
1  1  0  1  0  

合 計 27  27  0  27  0  

農林水産省

農業農村整備事業

治 山 事 業

小計

厚生労働省
水 道 事 業

所管省庁 事業区分

国土交通省

道 路 事 業

港 湾 事 業

街 路 事 業
都 市 公 園 事 業

小計

河 川 事 業

海 岸 事 業

森 林 整 備 事 業

小計
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（２） 公共事業事後評価審査状況
１）平成１５年度

箇所数

合計 県事業
市町村
等事業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
1  1  0  
1  1  0  

合 計 3  3  0  

２）平成１６年度

箇所数

合計 県事業
市町村
等事業

1  1  0  
1  1  0  

合 計 2  2  0  

３）平成１７年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
1  1  0  
1  1  0  
4  4  0  
2  2  0  
1  1  0  
3  3  0  

合 計 7  7  0  

道 路 事 業
ダ ム 事 業
砂 防 事 業
海 岸 事 業

小計

農林水産省
農業農村整備事業

小計

所管省庁 事業区分

所管省庁 事業区分

海 岸 事 業
公営住宅整備事業

国土交通省

所管省庁 事業区分

国土交通省
海 岸 事 業
砂 防 等 事 業

小計

国土交通省

農林水産省
農業農村整備事業

小計
治 山 事 業
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４）平成１８年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
2  2  0  
2  2  0  

合 計 4  4  0  

５）平成１９年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
4  4  0  
1  1  0  
1  1  0  
6  6  0  

合 計 8  8  0  

６）平成２０年度

箇所数

合計 県事業
市町等
事 業

2  2  0  
1  1  0  
1  1  0  
2  2  0  
6  6  0  
4  4  0  
4  4  0  

合 計 10  10  0  

農林水産省
農業農村整備事業

小計

国土交通省

道 路 事 業

海 岸 事 業

小計

砂 防 事 業
港 湾 事 業

所管省庁 事業区分

河 川 事 業
公営住宅整備事業

小計

農林水産省

農業農村整備事業

治 山 事 業

小計
漁 港 整 備 事 業

街 路 事 業

所管省庁 事業区分

国土交通省

農林水産省
農業農村整備事業

小計

所管省庁 事業区分

国土交通省公営住宅整備事業
小計
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（３） 三重県公共事業評価審査委員会開催状況

１）平成１０年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 9件
第2回 65件(再審議9件)
第3回 81件(再審議51件)
第4回 54件(再審議30件)
第5回 24件(再審議23件,再々審議1件)
第6回 事業方針説明
計 計119件

※ 審議は、事業別に抽出して行われた。

２）平成１１年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 7件
第2回 19件(再審議7件)
第3回 16件(再審議12件,再々審議4件)
第4回 8件
第5回 15件
第6回 15件(再審議15件)
第7回 事業方針説明
計 計42件

３）平成１２年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 7件
第2回 6件(再審議1件)
第3回 17件(再審議5件)
第4回 4件(再審議1件)
第5回 15件(再審議8件)
第6回 9件(再審議7件)
第7回 11件
第8回 現地調査
第9回 7件(再審議7件),事業方針説明
計 計47件

４）平成１３年度
回数 開催日 審議件数 審議時間
第1回 3件
第2回 11件(再審議3件)
第3回 14件(再審議8件)
第4回 6件(再審議6件)
第5回 4件
第6回 11件(再審議4件)
第7回 現地調査
第8回 8件(再審議8件)
第9回 事業方針説明
計 計28件

10時間30分  平成13年12月27日
8時間00分  平成13年11月27日

平成13年10月30日

平成13年7月17日

平成12年12月19日
平成13年1月15日

平成13年2月23日

平成12年9月30日

52時間35分  5時50分/回

7時間30分  

平成13年8月24日 6時間40分  
平成13年9月10日 6時間20分  

2時間50分  平成13年10月19日

平成14年3月19日 1時間50分  

2時間15分  
平 成 13 年 8 月 2 日 6時間40分  

平成13年3月22日 5時間00分  
47時間15分  5時15分/回

7時間00分  

平成12年11月13日 6時間45分  
平成12年11月28日 2時間15分  

6時間45分  
6時間30分  

平 成 13 年 2 月 6 日 3時間30分  

3時間45分  
平成12年10月23日 5時間45分  

平成12年3月24日 2時間00分  
30時間30分  

平成11年12月17日 4時間00分  

4時21分/回

平成11年10月26日 3時間30分  
平成11年11月15日 7時間30分  

3時間30分  
平成11年8月31日 6時間30分  
平成11年9月13日 3時間30分  

4時間30分  
5時間30分  
1時間30分  
24時間55分  

平成11年1月20日
平 成 11 年 2 月 1 日
平 成 11 年 3 月 9 日

平成11年7月27日

4時09分/回

4時間00分  
平成10年12月10日
平成10年12月19日

3時間45分  
5時間40分  

平成10年11月28日
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５）平成１４年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 6件
第2回 7件(再審議2件)
第3回 7件
第4回 現地調査
第5回 12件(再審議2件)
第6回 4件 試行3件
第7回 1件(再審議1件)
第8回 事業方針説明
計 計32件

６）平成１５年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 1件
第2回 8件
第3回 8件(再審議2件)
第4回 7件
第5回 10件
第6回 12件
第7回 10件(再審議9件)
第8回 現地調査
第9回 7件(再々審議2件) 3件
第10回 事業方針説明
計 計50件 計3件

７）平成１６年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 審議2件
第2回 審議5件(再審議2件)
第3回 審議4件(再審議5件、再々審議1件)
第4回 審議9件(再審議4件、再々審議2件)
第5回 現地調査1件

第6回 審議2件

第7回
再審議2
件

第8回 再々再々再審議1件
第9回 事業方針説明
計 計24件 計2件

※審議は、全ての事業について「聴取」と「審議」の２回行った上で必要な事業は改めて
審議が行われた。

平 成 14 年 8 月 6 日

平成16年12月16日

平成16年10月15日

平 成 16 年 8 月 9 日

10時間00分  平成14年10月9日

8時間30分  

審議時間開催日

10時間00分  平成14年10月29日

55時間15分  

平成14年11月28日 8時間15分  

6時54分/回

2時間45分  
平成15年1月22日

9時間00分  

審議4件(再審議8件、再々審議1
件、再々再審議1件)
再審議4件(再々審議2件、再々再々
審議1件)

平成16年11月16日 10時間20分  

11時間05分  
平成16年11月2日 6時間00分  

6時28分/回 58時間15分  

平成17年1月13日 2時間30分  
平 成 17 年 2 月 3 日 4時間40分  

4時間30分  
平 成 16 年 9 月 7 日 8時間40分  

4時間05分  
6時48分/回

1時間30分  平 成 16 年 7 月 7 日

審議時間開催日回数

平成16年1月13日 6時間00分  

68時間05分  

平成15年11月27日
平成15年12月15日

7時間20分  
8時間45分  

平成16年1月21日 9時間00分  
平 成 16 年 3 月 3 日

平成15年10月23日 7時間45分  
平成15年11月6日 8時間30分  

3時間30分  
平 成 15 年 9 月 2 日 6時間30分  
平成15年10月1日 6時間40分  

平成14年12月25日

回数

回数

平成14年8月27日 8時間30分  

平成15年7月15日

平成14年7月22日 4時間30分  

審議時間開催日

2時間45分  
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８）平成１７年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 5件
第2回 5件
第3回 4件(再審議1件)
第4回 5件(再審議4件)
第5回 3件(再審議5件)
第6回 5件 1件
第7回 現地調査2件
第8回 再審議2件、再々審議1件 6件
第9回 9件(再審議1件、再々審議2件)
第10回 再々審議1件、再々再審議1件
第11回 事業方針説明
計 計36件 計7件

９）平成１８年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 3件
第2回 9件
第3回 6件(再審議1件)
第4回 4件
第5回 5件(再審議3件、再々審議1件)
第6回 継続審議2件、再審議3件、再々審議1件4件
第7回 再審議1件
第8回 事業方針説明
計 計27件 計4件

１０）平成１９年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回 2件
第2回 7件
第3回 5件（再審議2件）
第4回 2件
第5回 5件
第6回 1件（再審議1件） 5件
第7回 （再審議5件） 3件
第8回 事業方針説明
計 計22件 計8件6時30分/回

3時間50分  
52時間00分  

平成20年2月14日

4時間05分  平 成 17 年 6 月 1 日

審議時間開催日

3時間55分  平成18年7月13日

審議時間開催日

10時間00分  
平成17年11月8日 9時間10分  

回数 開催日 審議時間

平成19年7月13日 4時間40分  

6時間45分  
平成17年8月31日 6時間45分  
平成17年9月26日 9時間20分  

平 成 17 年 8 月 4 日

平成17年10月26日

平成19年8月24日 7時間30分  

回数

平 成 17 年 7 月 6 日 4時間45分  

平成18年2月27日 5時間08分  
79時間45分  

平成17年12月1日 10時間37分  
平成17年12月22日 9時間50分  

7時15分/回

平成18年1月11日 3時間20分  

平成19年11月15日

回数

9時間00分  

平成18年12月22日 8時間50分  
平成19年1月18日 1時間40分  

5時40分/回 45時間25分  

平成18年10月23日 4時間25分  
平成18年11月21日 7時間35分  

平成18年8月30日 8時間00分  
平成18年9月19日 7時間40分  

平 成 19 年 3 月 1 日 3時間20分  

平成19年12月21日 7時間40分  

平成19年9月14日 4時間30分  
平成19年10月18日 7時間20分  

平 成 19 年 8 月 8 日 7時間30分  
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１１）平成２０年度
審議件数

再評価 事後評価

第1回
第2回 3件
第3回 3件
第4回 6件
第5回 5件 2件
第6回 4件 2件
第7回 6件
第8回 6件
第9回 事業方針説明
計 計27件 計10件

（※）第9回は含まず

平成21年3月23日
6時10分/回（※） 49時間20分  

平成20年11月20日 8時間10分  

平 成 20 年 1 月 8 日 7時間05分  
平成20年12月25日 8時間00分  

平成20年10月20日 7時間20分  
平成20年11月6日 7時間30分  

平 成 20 年 9 月 8 日 5時間35分  
平成20年9月26日 5時間20分  

回数 開催日 審議時間

平成20年7月23日 0時間20分  
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平成２１年度 三重県公共事業再評価審査対象事業一覧表（予定案）

再評価理由： ①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業

番
号

事業名 箇所名 市町名
採択
年度

再評価
理 由

1 森林整備事業 森林基幹道 経ヶ峰線 津市 H6 ③

2 森林整備事業 森林基幹道 浅谷越線 熊野市 H6 ③

3 防災ダム事業 祓川・寺家池地区 鈴鹿市 H6 ②

4 道路事業
一般国道２５号一ツ家
バイパス

伊賀市 H7 ③

5 河川事業 二級河川相川 広域基幹河川改修事業 津市 H3 ④

6 河川事業 二級河川三滝川 広域基幹河川改修事業 四日市市 S16 ④

7 河川事業
二級河川三滝川 鉄道橋・道路橋緊急対策
事業

四日市市 H18 ④

8 河川事業 二級河川朝明川 広域基幹河川改修事業
四日市市、
川越町

S49 ④

9 河川事業 一級河川芥川 総合流域防災事業 鈴鹿市 S60 ④

10 海岸事業 宇治山田港海岸 伊勢市 H12 ②

計 10 件

資料 ５



平成２１年度 三重県公共事業事後評価審査対象事業一覧表（予定案）

事後評価理由： 事業完了後おおむね５年が経過した事業

番
号

事業名 箇所名 市町名
採択
年度

完了
年度

501 防災ダム事業 横山池地区 津市 H8 H15

502 ほ場整備事業 漕代地区 松阪市 H5 H15

503 海岸環境整備事業 三木浦漁港海岸 尾鷲市 H6 H15

504 海岸事業 下箕田地区海岸 鈴鹿市 H1 H16

505 海岸事業 相差地区海岸 鳥羽市 S61 H16

506 海岸事業 長島港海岸 紀北町 S61 H16

507 砂防事業 小高山川 津市 H11 H16

508 砂防事業 滝後川 御浜町 H9 H16

計 8 件

資料 ６




